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１ 評価対象法人の概要 

（１） 法人名等 山形県公立大学法人  理事長 鈴木 道子 

  山形県米沢市通町六丁目１５番１号 

（２） 設立年月日 平成２１年４月１日 

（３） 設立団体 山形県 

（４） 出資金の総額 2，053，160，000 円 （平成３０年４月１日時点） 

（５） 中期計画の期間 平成２７年度から令和２年度まで（６年間） 

（６） 目的及び業務   

 ア 目 的   

 地方独立行政法人法に基づき、大学を設置し及び管理することにより、豊かな教養に裏付けられた専門的な知識と技術・技能を身

に付け、広く社会で活躍する人材を育成するとともに、地域に根ざした大学として真理の探究と知の創造に努め、もって地域ひいては社

会全体の持続的な発展に寄与することを目的とする。 

 イ 業 務 

（ア） 大学を設置し、これを運営すること。 

（イ） 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

（ウ） 法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の者との連携による教育研究活動を行

うこと。 

（エ） 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

（オ） 大学における教育研究の成果の普及及び活用を通じ、地域社会に貢献すること。 

（カ） 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

 

２ 評価の実施根拠法 

   地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第78条の２第１項 

 

３ 評価の対象 

   平成30年度における山形県公立大学法人の年度計画に対する実績の状況 

    ※年度計画・・・中期計画に基づき、当該年度における業務運営に関する計画を定めたもの 
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４ 評価の趣旨及び評価者 

（１） 評価の趣旨 

 地方独立行政法人法の規定に基づき、山形県公立大学法人が、個性と特色のある大学運営を行い、学生にとって魅力ある大学とし

てその存在価値を高めていくため、教育の質の向上や業務の効率化等について自主的・継続的な見直し及び改善を促すことを目的に

山形県公立大学法人評価委員会（以下「評価委員会」という。）が業務の実績評価を行う。 

（２） 評価委員会  

  氏  名 役  職  等  

 
委員長 阿 部 宏 慈 国立大学法人山形大学理事(兼)副学長 

 

 
委員長代理 中 條 明 夫 一般社団法人山形県医師会副会長 

 

 
委   員 加 藤   香 加藤香公認会計士事務所所長 

 

 
委   員 佐 藤 まり子 元山形県立荒砥高等学校校長 

 

 
委   員 澤 邉 みさ子 東北公益文科大学公益学部教授 

 

 
委   員 武 田 靖 子 株式会社ジョイン常務取締役 

 

 
委   員 矢 口   瞳 医療法人社団小白川至誠堂病院管理栄養士 

 

 
委   員 山 下 英 俊 国立大学法人山形大学医学部長 
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５ 評価基準 

山形県公立大学法人事業年度評価実施要領 

第１ 趣旨 

地方独立行政法人法第 78 条の２第１項の規定に基づき山形県公立大学法人評価委員会（以下「評価委員会」という。）が行う公立大学法人

（以下「法人」という。）の各事業年度における業務の実績に関する評価（以下「事業年度評価」という。）を適切に行うため、評価の実施に関し必要

な事項を定める。 

 

第２ 評価の基本的な考え方 

１ 法人が適正かつ効率的に運営されるよう、法人の業務運営の改善・向上に資する観点から評価を行うものとする。 

２ 法人の業務が自主的・効果的に実施されるよう、より魅力ある大学とするための特色ある取組や工夫に対し積極的に評価を行うものとする。 

３ 法人運営の透明性の確保に資するよう、法人の中期目標・中期計画達成に向けた取組の成果や進捗状況を明確に示すものとする。 

 

第３ 事業年度評価の実施方法 

評価委員会は、法人による自己評価を踏まえ「項目別評価」及び「全体評価」による評価を行う。 

１ 法人による自己評価 

法人は、業務実績報告書において、当該事業年度の業務の実績に基づき次の方法により自己評価を行う。 

（１）小項目別評価 

法人は、年度計画の記載事項（小項目）ごとに、当該事業年度における業務の実績を明らかにするとともに、中期計画の第２から第６までの項

目についてその実施状況を次の４段階により自己評価を行う。 

なお、実績が年度計画で定めた目標に達していない場合は、その理由及び次年度以降の見通しを併せて報告する。 

Ｓ：年度計画を上回って実施している。 

Ａ：年度計画を十分に実施している。 

Ｂ：年度計画を十分には実施していない。 

Ｃ：年度計画を実施していない。 

（２）大項目別評価 

法人は、小項目別評価の結果を踏まえ、中期計画の第２から第６までの大項目ごとに、当該事業年度における中期計画の進捗状況について、

記述式により自己評価を行う。 

 

（３）その他の実績 
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中期計画の第７以降に対応する事項については業務の実績を記載することとし、業務の実績と年度計画で定めた内容に乖離がある場合はそ

の理由を併せて記載する。 

（４）全体評価 

法人は、大項目別評価の結果を踏まえ、当該事業年度における業務実績の全体について、記述式により総合的な自己評価を行う。 

 

２ 評価委員会による評価 

（１）調査・分析 

評価委員会は、法人から提出された業務実績の報告を基に、法人から聴取等を行うことにより、業務の実績について調査・分析を行い、年度

計画の記載事項ごとに自己評価や計画設定の妥当性を含めて、総合的に検証する。法人による自己評価と評価委員会の判断が異なる場合は、

その理由等を示す。 

（２）項目別評価（大項目別評価） 

評価委員会は、調査・分析の結果を踏まえ、中期計画の第２から第６までの項目ごとに、中期目標・中期計画の達成に向けた業務の進捗状

況の５段階評価を行うとともに、その評価理由を明らかにする。 

５：中期目標・中期計画の達成に向けて特筆すべき進捗状況にある。 

４：中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる。 

３：中期目標・中期計画の達成に向けておおむね順調に進んでいる。 

２：中期目標・中期計画の達成のためにはやや遅れている。 

１：中期目標・中期計画の達成のためには重大な改善事項がある。 

なお、第２の大学の教育研究等の質の向上に関する事項については、その特性に配慮し、専門的な観点からの評価は行わず、事業の外形的

な進捗状況の評価を行う。 

 

【評価の目安】 

５段階評価を行うにあたっては、次の基準を目安として法人を取り巻く諸事情を勘案し総合的に判断する。 

「５」と評価する場合 

・小項目別評価がすべてＳ又はＡであり、かつ、中期目標・中期計画の達成に向けて特筆すべき進捗状況にあると評価委員会が特に認め

る場合 

「４」と評価する場合 

・小項目別評価がすべてＳ又はＡの場合 

「３」と評価する場合 

・小項目別評価におけるＳ又はＡの割合が９割以上の場合 
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「２」と評価する場合 

・小項目別評価におけるＳ又はＡの割合が９割に満たない場合 

「１」と評価する場合 

・中期目標・中期計画の達成のためには重大な改善事項があると評価委員会が特に認める場合 

 

（３）全体評価 

評価委員会は、項目別評価の結果を踏まえ、当該事業年度における業務実績の全体について、記述式により総合的な評価を行う。 

また、必要がある場合は、法人に対する業務運営の改善その他の勧告事項を記載する。 

 

第４ 評価結果の公表 

評価の結果は、法人への通知及び設立団体の長への報告を行なうとともに、県のホームページへの掲載により公表する。 

 

第５ その他 

この要領に定めるもののほか、評価の実施に関して必要な事項は、評価委員会が別に定める。 
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６ 評価結果 

（１） 全体評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 業務運営の改善その他勧告事項 

 

 

 

全体として、年度計画に定めた実施項目は着実に実施されている。 

今回評価した小項目131項目中、年度計画を上回って実施している（Ｓ評価）項目が11項目（8.4%）、年度計画を十分に実施

している（Ａ評価）項目が120項目（91.6%）となっており、一定の成果を達成している。（年度計画を十分には実施していない

（Ｂ評価）項目及び年度計画を実施していない（Ｃ評価）項目は０項目） 

教育研究等の質の向上に関しては、教育の内容及び成果について、両大学とも新たに成績評価に関する異議申し立ての手続き

を定め、より公正な成績評価に向けた体制が整備されるなど、計画を上回る取組みが実施されている。また、栄養大では大学院

が開設され、栄養に関する高度な専門知識と技術を有する人材の育成が行われている。 

学生の確保については、両大学とも積極的な入試広報活動に努め、目標の志願者倍率を概ね達成している。特に、オープンキ

ャンパスの開催に際し、前年度のアンケート結果をもとに内容の改善を行った結果、参加者数が過去最高となっている。 

学生支援の充実については、キャリア支援センターを中心とする各種事業実施ときめ細やかな相談対応等の援助により、米沢

栄養大学では、２年連続で就職率 100％を達成し、米沢女子短期大学では、高い就職率・編入学率を維持している。また、学生

の通学の利便性向上のための取組みも行われている。 

業務運営の改善及び効率化、財務内容の改善、自己点検・評価・情報の提供及びその他の業務運営に関しては、計画に定める

業務が着実に実施されているが、特に法人採用職員の人材育成に関する取組みや授業料・入学料の滞納防止に関する取組みは、

計画を上回って実施されている。 

これらの点についてはいずれも高く評価することができる。 

今後とも年度計画、実績及び評価について、客観的に評価できるよう、検討結果や取組みの成果を具体的に示す等、県民にと

ってわかりやすいものになるよう努めていただきたい。 

 

 

特に改善勧告を要する事項はない。に 

特に改善勧告を要する事項はない。 
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（３） 項目別評価（大項目別評価） 

第 ２
の １ 

山形県立米沢栄養大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成

するためにとるべき措置 
評価 ４ 

中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでい 

る。 

（評価理由等） 

教育の内容及び成果については、高等教育の無償化の動きをきっかけとして、新たに成績評価に関する異議申し立ての手続きを定めたこと

により、より公正な成績評価の体制が整備された。 

学生の確保については、オープンキャンパスの開催に際し、積極的な広報活動を展開するとともに前年度のアンケート結果をもとに内容の

改善を行った結果、参加者数が629名と過去最高となったことは、高く評価できる。 

学生支援の充実については、Ｗｉ－Ｆｉを設置し、学生の自主的な学修環境の整備を図った。また、就職支援に関してキャリア支援センタ

ーの各種事業やエンプロイメント・アドバイザー（就職相談員）を中心にしたきめ細やかな相談対応等の実施により２年連続で就職率100％

を達成したことは、高く評価できる。 

地域貢献については、県内外の高等学校において模擬授業や出前講座、公開講座等を実施し、管理栄養士の役割を説明しながら、大学の教

育研究成果を地域に還元しているほか、行政機関や教育機関、民間企業と連携して地域の健康増進に関する取組みを行っていることは、高く

評価できる。 

小項目別評価はすべてＡ以上であり、年度計画の目標を十分に実施しているものと認められることから、全体として、順調に進んでいると

評価する。 

 

※主な意見 

 SNS, ホームページなどの情報発信は大変重要と考える。（連番23） 

 ２年連続の就職率 100％達成はまさにきめ細やかな対応や取組みの成果と感じる。例えば、離職者を把握することなどにより、今後の課題の

抽出や支援につながることもあると思う。（連番35） 

 大学側から模擬授業や出前授業などを通じて、各高校に積極的に働きかけていただいていることはありがたい。（連番47） 

 ホームページで出前講座の内容を拝見したところ、とても充実したメニューだと感じた。（連番47） 

 

小項目評価集計表（第２の１） 

 

 

 

 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 ５ 46 ０ ０ 51 

構成割合 9.8％ 90.2％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 
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第 ２
の ２ 

山形県立米沢女子短期大学の教育研究等の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置 
評価 ４ 

中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでい 

る。 

（評価理由等） 

教育の内容及び成果については、栄養大同様、高等教育の無償化の動きに対応するため、これまで継続して検討してきた履修単位制限やＧ

ＰＡを取り入れた新しい履修規程を定めるとともに、新たに成績評価に関する異議申し立ての手続きを定めたことにより、より公正な成績評

価を保障する体制が整備されたことは、高く評価できる。 

学生の確保については、栄養大同様、オープンキャンパスの開催に際し、積極的な広報活動を展開するとともに前年度のアンケート結果を

もとに改善を行った結果、参加者数が546名と過去最高となったことは、高く評価できる。 

学生への学修支援については、通学の利便性向上のために、市内循環バス利用料金の半額助成や冬期間の学寮－学校間のバス運行支援等、

きめ細やかな援助を実施していることは、高く評価できる。 

また、生活支援については、自費留学生に対して、申し込むことができる奨学金制度の情報収集と、取得に向けた指導・助言により、奨学

金給付決定に結びついたことは、高く評価できる。 

小項目別評価はすべてＡ以上であり、年度計画の目標を十分に実施しているものと認められることから、全体として、順調に進んでいると

評価する。 

 

※主な意見 

 働き方改革が進みリカレント教育の必要性が増すと思われるが、教養としてだけでなく知識のアップデートができる場として、大学が果たす役割

を地域と共有して頂きたい。（連番60） 

 ダイレクトメールの発送数が、昨年度より 350通増加し、広報活動が強化されていると感じた。（連番69） 

 大学法人において、通学の環境整備にきめ細かく努力されていることを知り、学生に対する面倒見の良さに感心した。通学環境はとても重要

な課題なので、細かく配慮していることは非常にありがたい。（連番76） 

 これからの時代に求められる人材には、主体性、自律性、積極性、コミュニケーション力が必要と思うが、これらは、大学での勉強だけでなく大

学時代をどう過ごすかで身につくものと考える。そのあたりの意識づけもお願いしたい。（連番93） 

 

小項目評価集計表（第２の２） 

 

 

 

 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 ４ 45 ０ ０ 49 

構成割合 8.2％ 91.8％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 
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第３ 
業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措

置 
評価 ４ 

中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでい 

る。 

（評価理由等） 

人材の確保については、法人採用職員が自主的に定期的な研修会を実施し、自らの担当分野や関心について、調査・発表を通して大学業務

の理解を深めるとともに、積極的に専門性の向上に努めている。 

小項目別評価はすべてＡ以上であり、年度計画の目標を十分に実施しているものと認められることから、全体として、順調に進んでいると

評価する。 

 

小項目評価集計表（第３） 

 

 

 

 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 １ 11 ０ ０ 12 

構成割合 8.3％ 91.7％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 

 

第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 評価 ４ 
中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでい 

る。 

（評価理由等） 

自己収入の確保については、学生への適切な督促・指導を継続して行った結果、第２期中期目標期間中、初めて在学者の未納無しを達成し

たことは、高く評価できる。 

小項目別評価はすべてＡ以上であり、年度計画の目標を十分に実施しているものと認められることから、全体として、順調に進んでいると

評価する。 

 

小項目評価集計表（第４） 

 

 

 

 

 

 

→  

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 １ ６ ０ ０ ７ 

構成割合 14.3％ 85.7％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 
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第５ 
自己点検、評価及び情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき

措置 
評価 ４ 

中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでい 

る。 

（評価理由等） 

情報公開の推進に関する目標については、大学の運営の透明性の確保のため法人情報の積極的な情報公開に努めるとともに、両大学とも大

学案内に新しい要素を盛り込むなど、大学の特色や魅力の発信に努めている。さらに、入試結果の開示請求についても関係規程に基づき、適

正な対応がなされている。 

小項目別評価はすべてＡ以上であり、年度計画の目標を十分に実施しているものと認められることから、全体として、順調に進んでいると

評価する。 

小項目評価集計表（第５） 

 

 
評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 ０ ４ ０ ０ ４ 

構成割合 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 

 

第６ その他業務運営に関する目標を達成するためにとるべき措置 評価 ４ 
中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでい 

る。 

（評価理由等） 

安全に関する目標については、代表メールアドレスが外部からスパムメールの発信に利用された際も、速やかな原因追求と対応を行うとと

もに、適切な再発防止策が講じられている。法令順守及びハラスメント防止に関しても、各種研修を実施し、教職員の意識啓発・意識向上を

図ると同時に、相談体制の強化に努めている。 

小項目別評価はすべてＡ以上であり、年度計画の目標を十分に実施しているものと認められることから、全体として、順調に進んでいると

評価する。 

※主な意見 

 代表メールアドレスの不正利用について、判明後の指示・対応は速やかであったと思うが、今後もこうした事案が発生した場合は、原因を明ら

かにし対策を講じられたい。（連番126） 

小項目評価集計表（第６） 

 

 

→ 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 ０ ８ ０ ０ ８ 

構成割合 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 
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第２の１　山形県立米沢栄養大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

１　教育に関する目標を達成するための措置
(1) 教育の内容及び成果

①学部教育
　豊かな人間性と、幅広く深い教養と
知識のうえに、栄養に関する高度な専
門知識と専門技術を身に付けた国際
的な視野を有する人材を育成する教
育を全教員の共通認識のもと展開す
る。
　また、教育の成果として、保健・医
療・福祉・介護など多様な分野におい
て活躍でき、地域住民の健康づくりを
担い、国・県・市町村などの栄養政策
を牽引できる管理栄養士や学校にお
ける食育推進の中核的な役割を担う
栄養教諭を輩出するなど、県内各界
において食を通じた健康づくりを担い、
広い視野を持ちながら、将来的に広く
活躍できる人材を養成するため、教育
に関する諸分野において以下に掲げる
計画を着実に実行する。
ア　全教員が、それぞれ担当する授業
科目が本学の人材育成のどの部分を
担うのかしっかり理解し教育を行うよ
う、本学の教育研究上の理念と教育
目標の認識と共有を図る。

ア　全教員に対し、本学の教育研究
上の理念と教育目標を周知し、個々
の授業科目が大学の人材育成のど
の部分を担うのかを全教員が共通し
た認識を有して教育に当たることが
できるよう、自己評価改善・ＳＤＦＤ委
員会と連携して研修会を行う。

ア　全教員に対し、本学の教育研究上
の理念と教育目標を周知するととも
に、令和元年度の「管理栄養士国家
試験出題基準（ガイドライン）」改定を
見据え、全教員が共通した認識を有し
て教育に当たることができるよう、自己
評価改善・ＳＤＦＤ委員会と連携し、３
月に研修会を開催した。

Ａ

・自己評価改善・ＳＤＦＤ
委員会と連携して研修
会を行ったか。

Ａ 1

イ　教育に係る外部評価などの指摘に
対して、具体的かつ早急に改善を図る
とともに、その指摘に係る問題点を組
織的に整理し、恒常的に教育課程や
教育内容の向上につなげる。

イ　外部の評価機関等から指摘され
た努力課題等に関して、自己評価
改善・ＳＤＦＤ委員会を中心に問題点
を共有し、速やかに改善策を講ず
る。

イ　教育に係る外部評価機関等からの
指摘は無かった。今後、指摘があった
場合は、自己評価改善・ＳＤＦＤ委員
会を中心に問題点を共有し、速やかに
改善策を講じることとした。

Ａ

・外部の評価機関等か
ら指摘された努力課題
等に関して、改善策を講
じたか。 Ａ 2

　豊かな人間性と、幅広く深い教養と知識のうえに、栄養に関する高度な専門知識と専門技術を身に付けた国際的な視野を有する人材を育成する教育
を全学的に展開する。
　また、教育の成果として、保健・医療・福祉・介護など、多様な場において活躍できる管理栄養士を養成するとともに、地域住民の健康づくりを担い、国・
県・市町村などの栄養政策に関与する管理栄養士を輩出する。
　さらに、学校における食育推進の中核的な役割を担う栄養教諭を養成するなど、県内各界において食を通じた健康づくりを担い、広い視野を持ちながら、
将来的に広く活躍できる人材を養成する。
　このため、教育に関する諸分野において以下に掲げる計画を着実に実行する。
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中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

ウ　学生の成績評価や単位認定、進
級・卒業判定について、より公正かつ
適正な判断を下すことができるよう不
断に検証し、必要に応じて改善を加え
る。

ウ　平成29年度まで使用していた学
修指導のためのＧＰＡ値と３年次編
入学生の卒業研究履修要件を平成
30年度も使用することとしたが、最
新のＧＰＡ値の変化をもとに今後もそ
の妥当性について適宜検討する。

ウ　学生一人一人のＧＰＡ値の推移を
学修指導に活用しているが、特に問題
は生じていないことを確認した。
　また、令和２年度の高等教育段階の
教育費負担軽減制度の機関要件に
対応するため、ＧＰＡ値の算出方法の
整理や対象外科目の明確化等、履修
規程の一部を改正した。学生が本制
度の適用を受けるためには成績順位
が重要となることから、学生の成績に
対する意識が高くなることを想定し、新
たに成績評価に対する異議申立ての
手続きを定めた。

Ｓ

・より公正かつ適正な評
価に向けて、最新のＧＰ
Ａ値の変化をもとに、そ
の妥当性について検討
したか。

Ｓ 3

エ　学生が授業に主体的に参加し授
業内容を深く理解できるよう、対話・討
論等、双方向的な授業形態を発展さ
せるとともに、実習・演習の充実など少
人数教育の利点を活かした学習指導
により高い教育効果を得ることができる
よう、教育方法の改善を図る。

エ　｢臨地実習｣、｢栄養教育実習｣の
実習先指導員からの要望である学
生の交通手段、評価表示法の簡潔
化、実習先の実情にあわせた大学で
の講義、実習などについて要望に
沿った改訂が可能か担当教員と共
に検討を開始する。
　また、現在実施されている教養科
目と専門科目中の選択科目の検証
を行い、科目のスクラップアンドビルド
を行う。

エ　実習先指導員からは、学生の交通
手段（自家用車使用時の事故への対
応やタクシーの利用）や評価表示法の
簡潔化（基準に照らし合わせて簡素化
が可能か）、実習先の実情にあわせた
大学での講義・実習（調理実習）の充
実等について要望があり、学生の交通
手段については既に対応を行い、その
ほかについては、継続課題として今後
も検討を行うこととした。
　科目の検証と見直しについては、平
成30年度は食品衛生監視員の資格
取得に必要な科目として「微生物学」
を新設し、就職先のニーズに対応し
た。また令和元年度のカリキュラム作
成にあたり、「食品加工実習」の内容を
見直し、「食品製造・保存学」へ改組
することとした。さらに、地域学のより効
果的な実施を目指し、「山形の食と健
康」及び「山形の歴史と文化」を「山形
の食と歴史」に一本化して必修科目と
した。

Ａ

・大学での講義、実習な
どについて要望に沿った
改訂が可能か検討を開
始したか。
・科目のスクラップアンド
ビルドを行ったか。

Ａ 4
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中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

オ　学生に対し、授業科目ごとに、授
業に対する理解度や要望・興味等に
関するアンケートを実施し、この結果を
活用することにより、必要な改善を図
り、次期の授業に反映させる。

オ　平成29年度に導入した授業評
価アンケートシステムを授業改善に
本格的に活用するとともに、授業に
対する意識や要望を精査し、次期の
授業に反映させる。特に、アンケート
調査の自由記載欄を活用し、可能
な限り学生に還元できるように改善
を図る。
　また、電子的な授業評価アンケー
トの回答率向上に向けた実施方法を
検討する。

オ　前期の授業評価アンケートを７月
から８月にかけて、後期においては１月
から３月にかけて実施した。アンケート
の回答率向上を図るため、各教員から
授業後に学生へ回答の呼びかけを積
極的に行い、年間を通じて90％以上
の回答が得られた。
　アンケートの結果は、各教員に配布
するとともに、学内のホームページに評
定を公開し、学生を含めた学内関係
者が閲覧可能となっている。また、自
由記載欄の精査と今後の授業への反
映について各教員に対応を依頼した。

Ａ

・アンケート調査の結果
を活用し、学生に還元で
きるように改善を図った
か。
・授業評価アンケートの
回答率向上に向けた実
施方法を検討したか。

Ａ 5

カ　教職員に対し、成績評価の厳格化
に関する研修、教育方法の改善及び
学生指導の向上等に関する研修等を
行う。

カ　全教職員を対象に、成績評価の
厳格化や教育方法の改善、学生指
導の向上等を目的とした研修会を学
内外の講師によって実施する。

カ　外部講師による学生のメンタルヘ
ルス研修を６月に、ハラスメント対策研
修を７月に実施し、各教員の学生指導
力の向上を図った。
　また、令和元年度には管理栄養士
国家試験ガイドラインの改定が予定さ
れていることから、その対応として外部
講師による研修会を実施し、教育方法
等の改善に努めた。

Ａ

・研修会を学内外の講
師によって実施したか。

Ａ 6

キ　新学務システムにより一元的に履
修、成績等を管理し、それらを効果的
に活用した履修指導など、きめの細か
い学生指導・支援の一層の充実を図
る。

キ　平成29年度に学生の個人成績
や就職情報をいち早く確認できるシ
ステムの構築を一応完成したが、学
生や教員の要望を基に改善すべき
点について調査を行う。

キ　求人情報については、以前から学
務システムで閲覧可能であったが、学
生からの要望に応じ、携帯やスマート
フォンを使ってそれらの情報を学外で
も閲覧できるようにした。

Ａ

・学生の個人成績や就
職情報をいち早く確認で
きるシステムの改善すべ
き点について調査を行っ
たか。

Ａ 7

②大学院教育
　栄養に関するより高度な専門知識と
専門技術を身に付け、医療・福祉・介
護などの現場で指導的役割を果たす
人材や行政・研究機関などで栄養に
関する施策の推進や地域の栄養課題
の解決に貢献できる人材、管理栄養
士等を養成する施設において指導を
行える人材を育成するため、教育研究
に関する諸分野において以下に掲げる
計画を着実に実行する。

　栄養に関するより高度な専門知識と専門技術を身に付け、医療・福祉・介護などの現場で指導的役割を果たす人材や行政・研究機関などで栄養に関す
る施策の推進や地域の栄養課題の解決に貢献できる人材、管理栄養士等を養成する施設において指導を行える人材を育成する。
　このため、教育研究に関する諸分野において以下に掲げる計画を着実に実行する。

-14 -



中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

ア　本大学院の教育研究理念及び教
育目標を全教員が十分に理解、認識
しながら、教育を行うとともに、教育研
究活動の充実とその水準の向上に取り
組む。

ア　大学院の教育研究理念及び教
育目標を踏まえた、教員の資質向
上を図る研修を実施するとともに、学
生が主体的に学修、研究を行うこと
のできる環境の整備など教育研究の
充実に向けた取組みを進める。

ア　新たに大学院における教育研究や
運営について協議・決定する研究科
委員会を設け、教授会終了後に委員
会を開催し、教員間で大学院の教育
研究の理念と目標を確認するととも
に、現状把握と課題等の共有を図りな
がら、教育研究活動の充実に努めた。
　また、専門図書の購入やパソコン設
置等、院生が主体的に学修できる環
境整備を行うとともに、12月に院生に
よる研究計画発表を実施し、研究の進
め方について教員から指導助言を受
ける等、研究の質の向上に努めた。

Ａ

・教員の資質向上を図
る研修を実施したか。
・教育研究の充実に向
けた取組みを進めたか。

Ａ 8

イ　教育目標を達成するために、地域
の栄養課題や食文化への理解を深め
ながら、栄養に関する知識や技術とそ
の活用方法を学生が十分に修得でき
るよう、事例などを用いた討論等など
による演習やインターンシップなどの手
法による教育を取り入れる。
　また、個々のニーズや能力に応じた
効果的な教育指導を行い、学修成果
について、評価システムを構築し、客
観的な指標などに基づき把握する。

イ　学生への個別面談を行い、学修
等の状況を研究科教員全員が把握
したうえで、少人数教育を活かした
個別指導、双方向的授業を実施す
る。
　また、１～３名の学生を対象とした
グループワークのあり方及び学修成
果の把握方法について検討を行う。

イ　講義は全て対面にて行い、個別聞
き取りにより学修等の状況を把握し、
少人数教育の利点を活かした双方向
の授業を実施した。
　また、グループディスカッションを取り
入れた演習やグループワーク形式の
授業を実施し、発表や質問・意見に対
する議論を通して、学生自身が振り返
りと学習成果の把握を行えるようにし
た。

Ａ

・少人数教育を活かした
個別指導、双方向的授
業を実施したか。
・グループワークのあり方
及び学修成果の把握方
法について検討を行っ
たか。 Ａ 9

ウ　大学院生の質の高い研究の確保と
栄養に関する幅広い視野を養成する
ため、学生の研究テーマに精通した研
究指導教員による指導の他、全ての
教員から助言を受けやすい指導体制
を推進する。
　また、学生の研究テーマに関する国
内外の研究成果を活用しながら、新し
い知見の提示や国際的な視野の涵養
など、研究能力や論文作成力の向上
に資する研究指導の取組みを進める。

ウ　学生の要望・資質を十分考慮し
た研究テーマを選定し、学生の主体
的な研究活動を指導していく。研究
指導には主・副研究指導教員の他、
必要に応じ他領域の教員が助言で
きる体制を構築する。
　また、授業や研究において、優れ
た研究文献や欧米の文献などを積
極的に取扱い、新しい知見の修得や
先進国の研究動向を押さえながら学
修できるよう努める。
　さらに、優秀な研究成果を出した
学生に対する学会参加や論文投稿
の支援の方法を検討する。

ウ　大学院生１名に対し２名（主・副）
の研究指導教員を配置し、研究テー
マや研究活動についてきめ細やかに指
導できる体制を整備した。
　また、授業等における海外論文の活
用や11月の「ダイバーシティ研究環境
実現イニシアティブ」の事業（女性研究
者研究成果発表会）への参加、３月の
「第45回山形県公衆衛生学会」への
参加を通し、学生の見聞を広める機会
の創出と幅広い視野の涵養に努めた。

Ａ

・研究指導には、必要に
応じ他領域の教員が助
言できる体制を構築した
か。
・新しい知見の修得や先
進国の研究動向を押さ
えながら学修できるよう
努めたか。

Ａ 10
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中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

エ　社会人学生に配慮し、長期履修
制度の導入や開講時間の柔軟な対応
など、学修環境の充実に向けた取組
みを進める。

エ　長期履修制度の導入、平日夜
間や土曜日の授業開講など柔軟な
時間割を作成する等の取組みを実
施するとともに、学生に配慮した授業
のあり方、必要性について検討する。

エ　事前に社会人学生が通学可能な
日程を把握したうえで、土曜日に授業
を行う等、柔軟な対応を行った。長期
履修制度も導入しているが、現在のと
ころ利用者はいない。

Ａ

・柔軟な時間割を作成
する等の取組みを実施
したか。
・学生に配慮した授業の
あり方、必要性について
検討したか。

Ａ 11

オ　学生の学位論文の審査を含む成
績評価方法について、公正かつ適正
に行うことができるよう不断に検証し、
必要に応じて改善を加える。

オ　学位論文審査を含む成績評価
について、公正、適正に行われるよ
う、体制を構築し、その評価の検証
を行う。

オ　成績評価については、教員が一人
で担当する授業とオムニバスによる授
業、それぞれの講義毎に評価を集計
し、研究科委員会において検証を行っ
た。

Ａ

・成績評価について、公
正、適正に行われるよ
う、体制を構築し、その
評価の検証を行った
か。

Ａ 12

(２) 教育実施体制の充実
①　教員の配置

ア　教育効果を最大限に発現できるよ
う、教員の資質や適性、学科の人員数
等を踏まえた適切な教員配置を行う。

ア　地域や学生のニーズに対応で
き、大学院の運営にも配慮した教員
の配置を行う。

ア　教育研究はもとより、地域や学生
のニーズに対応できるよう、開学時か
ら引続き学年担任や地域連携・研究
推進センター担当を配置する等、これ
までの実績を踏まえながら大学運営に
必要な教員配置に努めた。また、平成
30度末で教員１名が退職することか
ら、担当科目を考慮し、後任に医師免
許を有する教員を配置することとした。
　大学院の運営についても、大学院設
置認可申請どおりの教員配置を行って
おり、現時点で問題は生じていない。

Ａ

・教員配置について、適
正に行われているか。

Ａ 13
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中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

イ　地域の特性を理解し活躍できる管
理栄養士の養成に資する講義科目を
開講し、教育内容を充実させるため、
必要に応じて外部有識者を効果的に
活用する。

イ　｢臨地実習｣、｢栄養教育実習｣の
実習先指導員からの要望である学
生の交通手段、評価表示法の簡潔
化、実習先の実情にあわせた大学で
の講義、実習などについて要望に
沿った改訂が可能か担当教員と共
に検討を開始する。
　また、現在実施されている教養科
目と専門科目中の選択科目の検証
を行い、科目のスクラップアンドビルド
を行う。

イ　実習先指導員からは、学生の交通
手段（自家用車使用時の事故への対
応やタクシーの利用）や評価表示法の
簡潔化（基準に照らし合わせて簡素化
が可能か）、実習先の実情にあわせた
大学での講義・実習（調理実習）の充
実等について要望があり、学生の交通
手段については既に対応を行い、その
ほかについては、継続課題として今後
も検討を行うこととした。
　選択必修の専門科目については、平
成30年度は食品衛生監視員の資格
取得に必要な科目として「微生物学」
を追加し、就職先のニーズに対応し
た。また令和元年度のカリキュラム作
成にあたり、「食品加工実習」の内容を
見直し、「食品製造・保存学」へ改組
することとした。さらに、地域学のより効
果的な実施を目指し、選択必修科目
であった「山形の食と健康」及び「山形
の歴史と文化」を「山形の食と歴史」に
一本化し、必修科目とした。

Ａ

・実習先指導員からの
要望に沿った改訂が可
能か検討を開始したか。
・科目のスクラップアンド
ビルドを行ったか。

Ａ 14

②　教育環境

ア　学生が自由に意見を述べるために
設置する｢意見箱｣に寄せられた学生
の意見を活かすなど、学生の視点に
立った教育環境の検証及び改善の取
組みを進める。

ア　学生の意見等を聴取するために
｢学生の声｣アンケートを２回程度実
施し、その内容について担当部署を
中心に各施設の保全・管理に活用
し、改善につなげる。
　また、電子的なアンケートの実施に
ついて検討する。

ア　米短大と共同で「学生の声」アン
ケートを６月と11月に実施し、計44件
の意見が学生から寄せられた。すべて
の意見や要望に対して回答を行うとと
もに、その内容を学内及びホームペー
ジに掲示した。学内の設備等、可能な
ものから順次対応を行っており、対応
が難しい要望についてはその理由を説
明する等、丁寧な対応に努めた。
　また、電子メールによる回答受付を
実施したが、匿名性が担保されないこ
ともあり、利用者はほとんどいなかっ
た。

Ａ

・｢学生の声｣アンケート
を実施し、各施設の保
全・管理に活用するとと
もに改善につなげている
か。
・電子的なアンケートの
実施方法を検討した
か。

Ａ 15

イ　教育研究機能の充実、学生活動
の支援に資するため、施設設備の現
況調査を実施し、老朽化している米沢
女子短期大学との共有施設や設備の
整備及び改修を計画的に行う。

イ　学生、教員からの教育用機器、
施設の要望を調査し、要望の実現
方法の検討を行う。

イ　学生の食堂へのコピー機（有料）設
置に関する要望に対しては、これまで
図書館に設置されたコピー機を使用す
るよう指導してきたが、栄養大から図
書館までは距離があること、図書館閉
館時には利用できないこと等から、学
生の利便性を向上させるために、食堂
にコピー機を設置した。

Ａ

・教育用機器、施設の
要望を調査し、要望の
実現方法の検討を行っ
たか。

Ａ 16
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中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

ウ　講義や実験実習が円滑かつ効果
的に行うことができるよう、情報機器、
視聴覚機器、実験実習用備品等の適
切な維持・管理に努めるとともに、計画
的な整備・更新を進める。

ウ　学生、教員からの教育用機器、
施設の要望を調査し、要望の実現
方法の検討を行う。

ウ　教職を目指す学生への効果的な
教育実施のため、平成30年度は初等
中等教育現場で活用が広まっている
電子黒板を導入した。 Ａ

・教育用機器、施設の
要望を調査し、要望の
実現方法の検討を行っ
たか。 Ａ 17

エ　図書館について、電子書籍の活用
も含めた収蔵図書やレファレンス資料
の充実及び他の図書館との連携強化
による機能の充実を図り、教職員が利
用しやすい環境整備を進めるほか、土
曜日の開館を継続するとともに、開館
時間や開館日について、不断に検証
を行い必要に応じて改善を図る。

エ　学生・教員の利便性向上のた
め、電子書籍や継続書籍の充実を
図る。
　また、土曜日開館と４月講義期間
の開館時間延長の体制を継続する
とともに、昨年度試行した前期補講
試験期間の開館時間延長を行う。
　なお、図書館内の環境整備につい
ては、利用者の声などを踏まえて検
討する。

エ　図書の購入については、平成30年
度は新規に708冊を購入した。洋雑誌
契約件数は、栄養大大学院開設によ
り、５種増の29種となった。電子書籍
については、電子ジャーナルが高額で
あることから、その導入に向けて栄養
大及び米短大の図書館情報委員会に
おいて共通認識を図り、継続課題とし
て予算獲得の準備を進めていくこととし
た。
 開館時間や開館日については、土曜
日開館、４月講義期間及び試験期間
中の開館時間延長を継続して実施し
た。
　図書館内の環境整備は、館内への
意見箱の設置、学外利用者向けアン
ケートの実施、学生の声ノートの設置
等を行い、利用者の要望把握に努め
た。数は少ないものの７件の意見が寄
せられ、それぞれ対応を行った。
＜主な利用者の要望等とそれに対す
る対応＞
・館内での水分摂取に対する要望に
は、図書館入り口に喫飲スペースを既
に用意しているため、原則禁止のまま
とした。
・ＯＰＡＣ図書検索機能の使用方法に
対する質問があったため、使い方を記
載した説明書を作成し、機器の側に設
置した。

Ａ

・学生・教員の利便性向
上のため、電子書籍や
継続書籍の充実を図っ
たか。
・図書館内の環境整備
について、利用者の声
等を踏まえ検討したか。

Ａ 18

-18 -



中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

(３) 学生の確保
ア　年度計画において入試形態ごとの
志願者倍率の目標を設定し、大学の
アドミッション・ポリシーに合致した学生
を確保する。

ア　県内出身者をはじめとする志願
者の確保に向け、以下の方策に取り
組み、次の入試形態ごとの目標を達
成するよう努める。
　・一般入試
　　　志願者倍率　４.６倍
　・推薦入試(社会人入試を含む)
　　　志願者倍率　２.０倍

ア　県内出身者をはじめとする志願者
の確保に向け、下記の取組みを実施し
た結果、入試形態ごとの志願者倍率
は下記のとおりであった。
　・一般入試　志願者倍率　４．９倍
　・推薦入試　志願者倍率　１．８倍
　一般入試は年度計画の目標を上
回ったが、推薦入試は今年度実施入
試から募集人員を増やしたことの影響
もあり、目標を若干下回った。県内出
身者の確保の観点からは、志願者及
び入学者とも県内出身者比率は昨年
度と比べて上昇（下記ウを参照）してお
り、一定の成果が認められた。

Ａ

・入試形態ごとの目標を
達成するよう努めたか。

Ａ 19

イ　入試状況や入学者の追跡調査結
果等の分析とともに、志願者確保のた
めの広報活動について不断に検証を
行い、その充実を図る。

イ　アドミッション・ポリシーを踏まえた
上で、入学時のプレイスメントテストの
結果やＧＰＡとの入試形態の関連性
並びに入学者アンケートの結果を整
理しながら、引き続き入試制度の検
証を行う。
  また、平成30年度入試の試験内
容変更に伴い、その試験結果を入
試制度の評価及び分析に反映させ
るとともに、平成33年度入試へ向け
た制度設計を行う。

イ　入試対策委員会において平成29
年度実施の入試状況を検証した結
果、センター試験指定科目の選択に
「化学基礎と生物基礎」を加えたことが
受験生増に結びついていると判断され
たため、今後も継続することとした。ま
た、推薦入試において、化学問題を新
設したことにより、一定の基礎学力を有
する学生の選抜がより容易になったこ
とから、これも継続することとした。
　文部科学省による令和３年度入学
者選抜実施要項の見直しに関しては、
入試対策委員会、学科会及び教授会
において不断に検討を行ってきた。そ
れらの検討結果に基づく入試方法の
変更点については、第１報（入試区分
の変更等）を11月に、第２報（大学入
学共通テストや英語認定試験の活用
方法等）を３月にホームページ上で公
表した。

Ａ

・入試制度の検証を
行ったか。
・平成33年度入試へ向
けた制度設計を行った
か。

Ａ 20
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中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

ウ　県内を中心とした高校訪問や説明
会の開催などを実施するとともに高等
学校との連携を強化し、県内出身者が
入学者全体の半数を上回るよう県内
志願者の確保に努める。

ウ　県内高校進路指導担当説明会
や高校訪問を実施し、また、各高校
で実施される模擬授業や大学説明
会に参加するなど、積極的に高等学
校との連携強化に努める。長期休業
期間中に学生特使を出身校に派遣
する。
　さらに、編入学試験志願者確保の
ため、大学案内や募集要項を送付
し、６月に短大訪問を実施するなど
の広報活動を行う。

ウ　６月の県内高校進路指導担当者
を対象とした説明会に29校から参加
があったことに加え、これに参加しな
かった高校で本学に進学実績がある
高校３校を個別に訪問し、進路指導担
当者に対する広報活動を行った。ま
た、高校での出前講座・大学説明を８
回実施したほか、業者主催の大学説
明会（資料参加も含む）に61回、12月
には県教育庁主催の「地元大学進学
促進セミナー」（山形、酒田）に参加す
る等、積極的に県内高校生へ本学の
ＰＲを行った。
　そのほか、８月から９月及び２月に学
生特使事業を実施し、15名の学生を
県内外の出身校（13校）に派遣した。
　こうした取組みにより、全体志願者の
県内出身者比率が前年度の約25％
から約28％に、入学者の県内出身者
比率も前年度の約41％から約47％に
上昇し、一定数の県内出身者を確保
することができた。

Ａ

・県内高校進路指導担
当説明会や高校訪問を
実施したか。
・短大訪問を実施する
などの広報活動を行っ
たか・

Ａ 21

エ　オープンキャンパスの一層の充実
を図るため、参加者アンケートにより
ニーズを確認し、開催時期やプログラ
ム全体の見直しを行う。

エ　オープンキャンパスの内容につい
て、平成29年度の参加者アンケート
や高校側の要望等を踏まえながら、
内容・開催時期についてプログラミン
グを行い、年２回実施する。

エ　８月にオープンキャンパスを２回開
催し、参加者数は前年度比43名増の
629名で過去最高となった。講義・実
習のスライド上映や在学生による実習
紹介を新たに行ったところ、参加者ア
ンケートによれば、企画内容や学校の
雰囲気等に関して高い評価であった。
　そのほか、アンケートには過去問の閲
覧環境の改善やサークル活動をはじ
めとする学生活動の詳しい紹介を求め
る声があったため、次年度の実施にあ
たり検討を行うこととした。

Ｓ

・参加者増につなげるた
めに、オープンキャンパ
スの内容・開催時期に
ついて検討をしたか。

Ｓ 22

オ　大学ホームページや大学案内等
による広報活動を強化するとともに関
係機関・団体との連携を図り、栄養の
プロフェッショナルを育成する本学の特
色をアピールすることにより、優秀な学
生の確保に努める。

オ　大学ホームページや大学案内の
内容や効果について検討し、その充
実に努める。併せて、ＳＮＳ等を活用
した情報発信を行うことで、より直接
的かつ戦略的に受験生へ本学をＰＲ
する。
　また、編入学試験に対応した広報
活動の在り方についても引き続き検
討する。

オ　大学案内に第１期生の就職状況
及び管理栄養士国家試験の結果を掲
載し、大学の実績を情報発信した。ま
た、ホームページに本学が参加する進
路説明会等の日程を掲載し、積極的
な広報に努めた。このほか、ＳＮＳ（「ＬＩ
ＮＥ」）を活用した入試関連情報の発信
を行っているが、平成30年度末で289
名の登録があり、順調に登録者数を伸
ばしている。（平成29年度末では200
名。）

Ａ

・大学ホームページや大
学案内の内容や効果に
ついて検討し、その充実
に努めたか。
・ＳＮＳ等を活用した情報
発信を行うことで、受験
生へＰＲしたか。

Ａ

・SNS, ホームページなどの情
報発信は大変重要と考える。

23
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中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

カ　新学務システム導入の利点を活か
し、各種入試情報の一元的な整備と
その活用を図り、志願者確保に努め
る。

カ　新学務システムを利用し、志願
者確保に向けたデータの作成及び
入試情報管理を行うとともに、県内
志願者増加のための方策を検討す
る。

カ　効果的な入試広報活動を行うた
め、新学務システムを活用して在学生
及び志願者が多い地域・高校の選出
を行い、それらの地域・高校で開催さ
れる進学相談会等に積極的に参加す
ることで、志願者の確保に努めた。

Ａ

・県内志願者増加のた
めの方策を検討したか。

Ａ 24

キ　様々な志望動機や職業を持つ大
学院志願者を幅広く受け入れるため、
情報収集を行い、大学院の学修環境
の改善を図る。

キ　社会人が仕事と学業の両立を図
られるよう、学生の要望を聞き、改善
の検討を行い、実施可能なことにつ
いては迅速に対応する。

キ　少人数教育の利点を活かし、日常
的に院生と意思疎通を図りながら、院
生の要望に応えるようにしている。平成
30年度は、授業を院生室でも行うこと
のできるよう、ＰＣやモニター設置等の
環境整備を行った。
　社会人大学院生受入れのための情
報収集として、会津大学及び県内７か
所の病院から、大学院生の履修環境
に必要となる支援等について意見交
換を行った。

Ａ

・社会人が仕事と学業
の両立を図られるよう、
改善の検討を行った
か。

Ａ 25

(４) 学生支援の充実
①　学修支援

ア　担任制を継続し、入学時から卒業
時まで、卒業後の進路選択も見据え
たきめ細かな履修相談、履修指導を
行う。
　また、オフィスアワーや電子メールを
利用した修学支援も行う。

※オフィスアワー制度
　各教員が学生からの学業や学校生
活全般に関する質問、相談等に応じる
時間を設定し、研究室等に待機する
制度。

ア　１学年２人担任制と前期、後期２
回の面談を引き続き実施する。卒業
研究及び国家試験準備のため平日
の校舎使用可能時間(特に閉館時
間)も含めて、土日祝日の校舎使用
可能時間の延長について学生から
の要望を調査し検討する。土日祝日
の栄養大玄関の学生利用の可能性
についても検討する。

ア　開学以来、１学年２人担任制を継
続し、前期・後期の面談を実施すると
ともに、３年次後期からは卒業研究担
当教員も指導にあたる等、学生へのき
め細やかな履修指導に努めた。
　また、土日祝日の校舎使用可能時
間の延長及び栄養大玄関の利用につ
いては、教務学生委員会で検討を行
い、管理面及び安全面を総合的に考
えて現状維持とした。

Ａ

・１学年２人担任制と前
期、後期２回の面談を
引き続き実施したか。
・土日祝日の栄養大玄
関の学生利用の可能性
についても検討したか。

Ａ 26

イ　学長や理事等と学生との対話の場
を年２回程度設け、また、学生アン
ケートの実施により、学生の意見を反
映させたより望ましい学内教育環境を
整備する。

イ　｢学生と理事との懇談会｣を実施
し、学生の率直な意見を収集し、そ
の意見を反映した学内教育環境の
整備に取り組む。

イ　米短大と共同で「学生と理事等と
の懇談会」を11月に実施し、学内外の
理事や審議会委員と両大学の学生の
対話の機会を設けた。(理事等13名、
学生12名が参加。)
　懇談会では、教育環境等について学
生から率直な意見や要望があり、部室
へのエアコン設置や国際活動サークル
への参加調整等、可能な限りの対応
を行った。

Ａ

・｢学生と理事との懇談
会｣を実施し、その意見
を反映した学内教育環
境の整備に取り組んだ
か。

Ａ 27
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中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

ウ　学生が自主的学習を積極的に行う
ことができるよう、教材の拡充や設備の
充実を図る。

ウ　学生からの要望の多い情報機
器、事務機器などの整備・更新を進
める。

ウ　以前から要望があったＷｉ－Ｆｉ環境
整備について、限られた予算の中で最
大の効果を得られるよう、教員へのア
ンケート調査や電波受信強度測定を
事前に実施し議論を重ね、その結果を
もとに図書館情報委員会で機器設置
個所を十分に検討し、すべての研究
室及び各講義室でＷｉ－Ｆｉを使用でき
る環境を整備した。

Ｓ

・予算の制約の中で、工
夫をこらして、要望の多
い情報機器、事務機器
などの整備・更新を進め
たか。

Ｓ 28

エ　市内循環バス利用に対する助成
や冬期間における学寮・大学間の交
通手段の確保支援を行うなど、通学の
利便性向上を図る。

エ　平成30年度も引き続き市内循
環バス利用に対する助成や冬期間
における学寮・大学間の交通手段の
確保支援を行うなど、通学の利便性
向上を図る。

エ　通学の利便性向上のために、市内
循環バス利用者に対する費用補助を
継続して実施した。また、冬期間にお
ける学寮－大学間での効率的なバス
運行が図れるよう、講義日程に合わせ
た運行計画の立案やバス会社との調
整、学生への周知等の支援を行った。

Ａ

・通学の利便性向上を
図ったか。

Ａ 29

②　生活支援

ア　全学的な学生支援を行うことに努
め、学生相談等メンタルヘルスに関す
る支援体制をさらに充実させるととも
に、看護師等との密接な連携を図り、
総合的な支援を行う。

ア　平成30年度も学年担任教員、
卒業研究担当教員による学生相談
等メンタルヘルスに関する支援体制
をさらに機能させる。
　また、保護者の協力も得ながら教
職員、看護師、カウンセラーなどの
支援体制をさらに充実させる。

ア　引続き、学生相談を中心としなが
ら、学年担当教員や卒業研究担当教
員の面談等を通して、メンタルヘルス
に関する支援を実施した。また、６月に
は米短大と合同で、教職員を対象とし
た学生のメンタルヘルスの課題や支援
について学ぶ研修会を開催し、学生相
談等の支援体制の強化に努めた。

Ａ

・学生相談等メンタルヘ
ルスに関する支援体制
をさらに機能させたか。

Ａ 30

イ　学資等が十分でなく学生生活が困
難な学生については、成績や家庭環
境等を総合的に勘案し、一定の条件
のもと、授業料減免制度や奨学金制
度を活用し支援する。

イ　授業料減免制度については、日
本学生支援機構の家計要件にあわ
せて改訂を行う。

イ　社会的養護を必要とする学生支援
のため、日本学生支援機構の基準に
合わせて、授業料減免に関する本学
の取扱基準を改訂した。また、令和２
年度からの高等教育段階の教育費負
担軽減制度への対応として、制度概
要等の情報収集に努めた。

Ａ

・授業料減免制度につ
いて、改定を行ったか。

Ａ 31
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中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

ウ　課外活動や学園祭等の学生の自
主的な活動を支援するとともに、学生
代表者や学寮入寮者と大学との意見
交換会を定期的に開催し、出された意
見等を大学運営に活用する。

ウ　１学年２人担任制を有効に利用
し、学生の課外活動や学園祭等へ
の学生の自主的な活動を支援する。
　また、学生代表者や学寮入寮者と
の意見交換会や｢学生の声｣を通じ
て、学生の要望を把握する。

ウ　山形大学工学部及び米短大と合
同で開催した学園祭において、学生が
企画した「グルメフェスティバル」を実
施するにあたり、衛生面・安全面につ
いてアドバイスを行う等、課外活動や
学園祭等の学生の自主的な活動を支
援した。また、「学生の声」アンケートの
実施により学生の要望把握に努め、栄
養大の学生向けアルバイト情報の掲示
場所の新設等、寄せられた要望に可
能な限り対応した。

Ａ

・学生の自主的な活動
を支援したか。

Ａ 32

③　キャリア支援

ア　学生が管理栄養士の役割を理解
したうえで、進路を自ら的確に見つける
ことができるよう、教育課程内・外にお
いて、入学時から体系的できめ細かな
取組みと支援を行う。

ア　これまでの｢キャリアアップ講演
会｣を｢ＯＢ・ＯＧの話を聞く会｣に改め
合同開催(１～３年生)し、また、エン
プロイメントアドバイザー(就職相談員)
による学生の面談も実施する。

ア　８月に民間企業や行政機関、病院
に就職した第１期生卒業生を講師に
招き、就職活動における動き方や就職
試験対策、現在の仕事内容、後輩へ
のアドバイス等について学ぶ「ＯＢ・ＯＧ
の話を聞く会」を新たに開催した。学生
105名が参加し、アンケートでは大変
参考になったとの意見が多く寄せられ
た。
　また、管理栄養士の資格を有するエ
ンプロイメントアドバイザー（就職相談
員）による学生面談を実施したところ、
今年度は計129件の相談があり、きめ
細やかに指導・助言を行った。

Ａ

・｢ＯＢ・ＯＧの話を聞く
会｣の会を実施したか。
・エンプロイメントアドバイ
ザー(就職相談員)によ
る学生の面談も実施し
たか。

Ａ 33

イ　管理栄養士の国家試験合格率に
ついて、100％の合格率を目指し、教
材・模擬試験に関する情報提供、指
導助言及び休日における自習室の開
放など、資格取得に向けた各種の支
援策を効果的に実施する。

イ　管理栄養士の国家試験100％の
合格率を目指し、４年生で実施する
業者模擬試験の成績分析及び指
導・助言等の対策を講ずる。
　また、３年生には国家試験を受験
する４年次に向けた具体的な試験対
策を行う。
　管理栄養士国家試験対策関連書
籍等を購入し、学習のための環境整
備をする。

イ　４年次生を対象とした国家試験対
策として、業者模試を５回実施したほ
か、８月には外部講師による国家試験
対策研修会を開催した。また、個別面
談や得点率の低い科目の補講等を実
施した結果、合格率は93.6％であっ
た。
　３年次生については、12月に行われ
た全国栄養士養成施設協会認定栄
養士実力試験に向けて学内模試を２
回実施し、ほとんどの学生がＡ判定と
いう結果であった。
　学習のための環境整備としては、国
家試験解説用の参考書として、管理
栄養士国家試験対策関連書籍を購
入し、自習室での閲覧を可能とした。

Ａ

・業者模擬試験の成績
分析及び指導・助言等
の対策を講じたか。

Ａ 34
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中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

ウ　就職希望者の就職率100％を目
指し、学生の円滑な就職・進学活動を
積極的に支援するために、就職説明
会の実施や学生への迅速な各種情報
の提供など各種の取組みを効果的に
展開する。

ウ　学生の円滑な就職・進学活動を
積極的に支援するため、昨年度に引
き続き次の取組みを実施する。
ⅰ　キャリア支援センターへの公務
員試験・就職支援関係書籍の充実
を図る。
ⅱ　県内外管理栄養士就職ター
ゲットとなる企業・施設との連絡調整
を行う。

ウ　きめ細やかな相談対応と下記の取
組み実施により、２年連続で就職率
100％を達成した。
ⅰ　書籍の購入については、公務員試
験対策参考書として地方上級教養試
験問題集を、また、就職試験対策用
参考書として就職四季報等を購入し、
学生に対し積極的な活用を促した。
ⅱ　第１期生を社会に輩出したばかり
の新しい大学である本学の認知度を
上げるため、また、学生の管理栄養士
の資格を活かせる就職先開拓を目的
として、日本学生支援機構主催の「全
国キャリア・就職ガイダンス」にキャリア
支援担当職員が参加し、新規に15社
と企業面談を行った。

Ｓ

・就職率100％を目指
し、キャリア支援センター
への公務員試験・就職
支援関係書籍の充実を
図ったか。
・県内外管理栄養士就
職ターゲットとなる企業・
施設との連絡調整を
行ったか。 Ｓ

・２年連続の就職率100％達
成はまさにきめ細やかな対応
や取組みの成果と感じる。例え
ば、離職者を把握することなど
により、今後の課題の抽出や支
援につながることもあると思う。

35

２　研究に関する目標を達成するための措置
(1) 研究活動の積極的な推進及び研究成果の発信

ア　地域住民の生活習慣の改善、健
康の増進、食育の推進及び地域食材
の活用などの地域課題の解決に向
け、栄養学等の教育研究や関連する
活動に積極的に取り組むとともに、地
域連携・研究推進センターを中心に、
外部との共同研究や受託研究を推進
する。

ア　行政や関係機関等と積極的に
情報交換を行い、それらの施策や動
向の把握に努めるとともに、大学外
部からの相談受理及び共同研究や
受託研究を推進する。

ア　行政機関からの相談受理や連携
事業実施の機会を活用し、積極的に
情報交換を行うことで、地域の栄養と
健康に関する課題等の把握に努め
た。
・相談受理：山形県１件、市町村３件
・連携事業：山形県６件、市町村６件
　また、本センターの共同研究費を活
用し、外部研究者と共同で地域の課
題解決を行う研究が６件実施されたほ
か、外部資金を受け入れての受託研
究が６件実施された。

Ａ

・行政や関係機関等と
積極的に情報交換を行
い、それらの施策や動
向の把握に努めたか

Ａ 36

イ　理事長等の判断により配分先を決
定できる資金支援制度により、個人研
究の一層の推進に努める。

イ　科学研究費補助金等の採択に
向けて、本学の資金支援制度を活
用し、引き続き教員の取組みへの助
成を行う。

イ　科学研究費補助金等の採択に向
けて、本学独自の資金支援制度を活
用し、教員の研究への助成を前期４
件、後期４件行った。

Ａ

・資金支援制度を活用
し、引き続き教員の取組
みへの助成を行ったか。

Ａ 37

ウ　外部研究資金の助成制度の仕組
みや申請方法についての研修会を開
催し、科学研究費補助金の申請件数
について、全教員の８割以上の教員か
らの申請を目指す。

ウ　地域連携・研究推進センターを
中心として、引き続き助成金公募情
報の周知を図るとともに、関連分野
の教員に必要に応じて個別にアドバ
イスを行うとともに、学内外の講師に
よる外部資金獲得の研修会を開催
し、科学研究費補助金等の競争的
資金等の獲得に努める。

ウ　科学研究費の公募以外にも、民間
の団体等から案内があった公募案件
20件を学内に周知し、必要に応じて教
員にアドバイスを行うとともに、９月に外
部資金獲得に向けた研修会を開催し
た。
　なお、平成30年度は、５名の教員が
科学研究費による研究を実施した。

Ａ

・学内外の講師による外
部資金獲得の研修会を
開催し、科学研究費補
助金等の競争的資金等
の獲得に努めたか。 Ａ 38
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番

エ　本県が有する地域課題の解決に
つながる研究に積極的に取り組むとと
もに、その研究成果が地域で有効に活
用されるよう、公開講座や論文寄稿等
により公表する。

エ　地域連携・研究推進センター主
催の公開講座の開催や、同センター
報告書の発行を通して、研究成果を
地域に還元する。
　また、教員の研究テーマなどを掲
載したパンフレットの作成、ホーム
ページ等への掲載により広く情報発
信を行う。
　さらに、教員の研究成果や専門領
域などを広く分かりやすく継続的に発
信するために、どのような形が効果
的かを引き続き検討する。

エ　地域連携・研究推進センター主催
や県立保健医療大学と共催した公開
講座、県栄養士会と共催したリカレント
講座の開催のほか、教員の研究成果
を収録したセンター活動報告書の発行
を通して、研究成果の地域への還元に
努めた。
　教員の専門領域や研究テーマにつ
いては、ホームページの教員紹介にて
公開するとともに、教員の主な研究
テーマや対応可能な出前講座内容を
記載したガイドブックの更新を年度末に
行い、県内の行政機関や置賜地域の
学校・図書館等に配布した。
　なお、センターの活動報告書及びガ
イドブックはホームページで公開し、積
極的に情報発信を行っている。

Ａ

・地域連携・研究推進セ
ンターの研究成果を地
域に還元したか。
・パンフレットの作成、
ホームページ等への掲
載により広く情報発信を
行ったか。

Ａ 39

(2) 研究実施体制の整備
ア　研究活動を適切に評価できるよう
評価体制を充実させ、優れた研究成
果をあげた場合に、適正な評価による
優遇措置等を実施できる環境を構築
する。

ア　教員の業績評価の中で優秀な
業績に対しての優遇措置として特別
研究費の交付を行う。

ア　平成29年度の業績で特に優れた
評価の教員１名に特別研究費を交付
し、教員の教育研究活動を一層を推
進する体制を整備した。

Ａ

・優秀な業績に対しての
優遇措置として特別研
究費の交付を行った
か。

Ａ 40

イ　教員と事務職員の担当すべき業務
内容を点検し、役割の明確化を図るこ
とにより、教員が教育、研究及び学内
業務に専念でき、研究実施体制の強
化につながる適正な運営体制を構築
する。

イ　教員、事務職員の適切な役割分
担のもと、効果的な教育や研究の推
進を図ることができる支援体制を引
き続き検討する。

イ　効果的な教育研究推進体制の構
築に資するため、全教職員を対象に、
外部講師による「教職協働」に関する
研修を実施し、教員、事務職員の役
割分担と協働の必要性、社会的性格
の相違、協働のプロセス等について教
職員が共通の認識を持った。

Ａ

・適切な役割分担のも
と、効果的な教育や研
究の推進を図ることがで
きる支援体制を検討し
たか。 Ａ 41

ウ　教育研究の質の向上のために、海
外への研修を含む学外研修制度の整
備を図る。

ウ　教員の教育研究の向上のため、
長期の学外研修制度創設など具現
化する。

ウ　海外への研修を含む長期学外研
修制度を整備し、４月から新たに施行
した。当該制度について周知を図った
ところ、教員１名から令和元年度の制
度利用の希望があり、本学の教育研
究の質の向上を図るためにこれを承認
した。

Ａ

・教員の教育研究の向
上を図ったか。

Ａ 42
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３　地域貢献に関する目標を達成するための措置
(1)  地域で活躍する人材の輩出

ア　県内各界において食を通じた健康
づくりを担い、将来的に広く活躍できる
人材を輩出するため、県立病院をはじ
めとする県内病院、福祉施設、保健所
等との連携のもと県内の現場に即した
実習を検討する等教育課程の内容を
不断に検証し、必要な見直しを行う。

ア　｢臨地実習｣、｢栄養教育実習｣の
実習先指導員からの要望である学
生の交通手段、評価表示法の簡潔
化、実習先の実情にあわせた大学で
の講義、実習などについて要望に
沿った改訂が可能か担当教員と共
に検討を開始する。
　また、現在実施されている教養科
目と専門科目中の選択科目の検証
を行い、科目のスクラップアンドビルド
を行う。

ア　実習先指導員からは、学生の交通
手段（自家用車使用時の事故への対
応やタクシーの利用）や評価表示法の
簡潔化（基準に照らし合わせて簡素化
が可能か）、実習先の実情にあわせた
大学での講義・実習（調理実習）の充
実等について要望があり、学生の交通
手段については既に対応を行い、その
ほかについては、継続課題として今後
も検討を行うこととした。
　選択必修の専門科目については、平
成30年度は食品衛生監視員の資格
取得に必要な科目として「微生物学」
を追加し、就職先のニーズに対応し
た。また令和元年度のカリキュラム作
成にあたり、「食品加工実習」の内容を
見直し、「食品製造・保存学」へ改組
することとした。

Ａ

・実習先の実情にあわ
せた大学での講義、実
習などについて要望に
沿った改訂が可能か検
討を開始したか。

Ａ 43

イ　栄養大及び育成する管理栄養士
についての県民の理解を深めるため、
その意義、役割の周知を図るとともに、
行政・関係機関や企業と連携し、県内
をはじめとして管理栄養士の活躍の場
の拡充を図る。

イ　栄養大や管理栄養士の意義、そ
して社会的役割に関する県民の理
解をより深めるために、公開講座、各
界への講師派遣、大学説明会、臨
地実習施設訪問等の場を利用して
さらなる周知を図る。

イ　平成30年度は延べ81件の講師派
遣、45件の高校への訪問（大学説明
会及び出前講座を含む）、58件の臨
地実習施設訪問等の機会を活用し
て、本学及び育成する人材についての
理解促進を図った。

Ａ

・栄養大や管理栄養士
の意義、そして社会的
役割に関する県民の理
解をより深めるために、
周知を図ったか。

Ａ 44
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(2) 教育研究成果の地域への還元
　地域連携・研究推進センターの活動
等を通じ、自らあるいは受託による健
康・栄養関連調査や改善策提案、市
町村における健康運動の普及、地域
の企業や各種団体との健康・栄養に
関する共同活動など、行政、他の教育
機関、研究機関、県内企業等と連携し
て地域貢献を行う。

　県関係部局をはじめとする行政機
関や他大学、企業、関係機関等との
情報交換に努め、センター機能の更
なる充実を図る。

　相談受理や連携事業実施の機会を
活用し、行政機関やほかの教育研究
機関等と積極的に情報交換を行った。
山形県からの受託事業である「山形県
減塩プロジェクト事業」では、「適塩弁
当」開発による食の環境整備に取り組
んだ。
　また、県民の健康づくりの意識醸成を
図るため、企業や県栄養士会、自治
体等と連携し、「ＳＡＴシステムによる
栄養バランス診断」による栄養指導を
実施した。
　・イオンでのイベント：６月及び10月
　・やまがた健康フェア：９月
　・新庄病院健康まつり：９月
　・米沢市生涯学習フェスティバル：10
月
　・こころの医療センターフェスティバ
ル：11月
　そのほか、11月に大塚製薬（株）仙
台支店と「健康増進に関する包括連
携協定」を締結し、今後は同社と本学
が有する資源や機能等を活用しなが
ら、地域の健康増進に関する取組みを
行うこととした。

Ｓ

・教育研究の成果を地
域に還元し、地域貢献
を行うべく、センター機
能の更なる充実を図っ
たか。

Ｓ 45

(3) 他大学との連携
　｢大学コンソーシアムやまがた｣の活
動に積極的に参画するとともに、県立
保健医療大学をはじめ県内他大学と
教職員や学生の交流等を通じて実効
性のある連携を図る。

　学生の参加を伴う山形県立保健
医療大学との連携事業及び山形大
学などとの共同事業を積極的に参
画する。
　また、米沢女子短期大学との単位
互換を短大の意向をふまえて促進
する。

　大学コンソーシアムやまがたに参画し
たほか、県立保健医療大学と連携し
て、２年次学外研修による学生同士の
交流と両大学共催による公開講座を
平成30年度も実施した。また、山形大
学と連携して３つの文部科学省補助事
業に取組み、国際化やダイバーシ
ティ、若者の県内定着の推進に積極
的に取り組んだ。
　米短大との単位互換に関しては、平
成30年度から３科目実施し、教務学
生委員会において実施状況を検証し
たところ、特に問題はないことを確認し
た。

Ａ

・山形県立保健医療大
学との連携事業及び山
形大学などとの共同事
業を積極的に参画した
か。

Ａ 46
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(4) 高等学校等との連携
　高校生等の健康や栄養に関する学
習意欲の喚起や進路選択に資するた
め、本学教員による出前講義等を行う
など、県内高等学校との連携を推進す
る。

　県内外高校等の模擬授業等を積
極的に行い、その授業等において健
康増進に係る管理栄養士の役割を
説明し、本学趣旨を理解した受験者
の確保を促進する。

　大学進学相談会に合わせ、県内の
高校等における模擬授業を４回実施し
たほか、出前講座を８回（県内７回、
県外１回）実施し、これらの機会を利
用して管理栄養士の役割を説明する
とともに、本学趣旨を理解した受験者
の確保に努めた。

Ａ

・県内外高校等の模擬
授業等を積極的に行っ
たか。

Ａ

・大学側から模擬授業や出前
授業などを通じて、各高校に積
極的に働きかけていただいてい
ることはありがたい。
・ホームページで出前講座の
内容を拝見したところ、とても充
実したメニューだと感じた。

47

(5)県民への学びの機会の提供
ア　本県を取り巻く｢栄養｣と｢健康｣の課
題を踏まえた適切なテーマを設定した
公開講座を県内で毎年度開催する。
　また、実施した公開講座については
年度ごとに報告書として記録し、資料と
して県民が活用できるよう整備する。

ア　栄養や健康に関する本県の課題
に応えることを目的とした公開講座を
年２回以上開催する。
　また、その成果を地域連携・研究
推進センター活動報告書等を通して
広く県民に発信する。

ア　栄養や健康に関する本県の課題
に応えるべく、県立保健医療大学と共
催で10月に公開講座を開催したほ
か、11月に開催した県栄養士会と共
催のリカレント講座を一般にも開放し
た。
　これらの公開講座の内容について
は、地域連携・研究推進センター活動
報告書に掲載し、県内の公的機関や
医療関係機関、置賜地域の高校等に
配布するとともに、ホームページでも公
開し、広く県民に発信を行っている。

Ａ

・公開講座を年２回以
上開催したか。
・その成果を広く発信し
たか。

Ａ 48

イ　県内の栄養関係者を対象として、
本学教員を講師とした研修会の開催
や、外部講師を招へいして実施する特
別講義を開放するなど、地域の栄養
関係者の資質向上に寄与する研修会
の開催などの取組みを毎年度行う。

イ　卒業生及び県内の栄養関係者
を対象とするリカレント教育を実施す
る。

イ　本学の卒業生および県内の栄養
関係者を対象としたリカレント講座を、
山形県栄養士会と共催で11月に開催
した。本講座は一般にも開放し、ホー
ムページ等で広く周知を行ったところ、
99名の参加があった。

Ａ

・リカレント教育を実施し
たか。

Ａ 49

４　国際交流に関する目標を達成するための措置
ア　地域の国際交流活動への積極的
な参加などを通じ、国際感覚のある学
生の育成に努める。

ア　国際的な視野を持ち活躍できる
人材を育成するため、文部科学省
補助事業｢大学の世界展開力強化
事業：アンデス・ダブルトライアング
ル・プログラム｣の実施に基づき、語
学教育支援、短期派遣の支援を行
う。

ア　国際的な視野を持つ人材を育成
するために、平成27年度から山形大
学と共同で文部科学省補助事業「大
学の世界展開力強化事業：アンデス・
ダブルトライアングル・プログラム」に取
り組んでいる。平成30年度はプログラ
ム参加を希望する１名の学生に対し、
語学教育支援及び南米への短期派
遣（３週間）を実施した。

Ａ

・語学教育支援、短期
派遣の支援を行った
か。

Ａ 50
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イ　本学教員の国際学会への出席の
支援などを通じ、海外の情報収集に努
め、その成果を教育研究に活用する。

イ　文部科学省補助事業｢大学の世
界展開力強化事業：アンデス・ダブ
ルトライアングル・プログラム｣により短
期派遣された学生の報告会開催
や、南米からの短期派遣学生との交
流会開催などを通じて多くの学生が
海外の情報に触れる機会を作る。

イ　前述の文部科学省補助事業を活
用して現地に短期派遣された学生の
参加報告会を６月に実施した。また、
南米からの短期派遣学生10名と本学
学生との交流会を８月に実施し、多く
の学生が海外の情報に触れる機会を
設けた。
　そのほか、５月に中国黒竜江省の政
府・大学関係者計５名の視察を受け
入れ、中国における健康や栄養等に
関する現状について、本学教員と意見
交換を行った。

Ａ

・多くの学生が海外の情
報に触れる機会を作っ
たか。

Ａ 51

-29 -



第２の２　山形県立米沢女子短期大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

１　教育に関する目標を達成するための措置
(1) 教育の内容及び成果

　学科における教育の成果として、全
教員の共有認識のもと教養教育と専
門教育の融合を図り、教養と実学をバ
ランスよく身に付け、課題探求能力とコ
ミュニケーション能力を持った学生を
育成し輩出するため、教育に関する諸
分野において以下に掲げる計画を着
実に実行する。

ア　時代の変化に伴う多様な学生の
ニーズに対応するため、全学科におい
て、教養教育科目及び専門教育科目
の再検討を行うなど、教育課程を｢山
形県立米沢女子短期大学の理念と目
的・目標｣に掲げる教育目標の達成に
向けて体系的に編成する。

ア　現行の教養教育科目実施上の
問題点を受講生実員数の観点から
新たに探り、修正を加える。
　また、専門教育科目については、
平成30年度にカリキュラム改正を
行った国語国文学科、社会情報学
科を中心に、実施状況の把握とさら
なる修正点の有無について確認・検
討する。

ア　教養教育科目については、語学の
受講生数のアンバランスを改善するた
めに時間割の調整を実施したが、特段
の問題は無かった。また、キャリア教育
に関する科目の充実について検討し、
「キャリア形成支援講座」「ライフ・キャ
リアデザイン」「現代社会とキャリア形
成」の３科目を令和元年度に新設する
ことを決定した。
　専門教育科目については、社会情
報学科に関して平成30年度のカリキュ
ラム改正に伴う修正の必要がないこと
を確認した。国語国文学科に関して漢
文学関係科目の充実を図ったところ、
受講生の反応は良好であった。また、
国文学や国語学の効果的な学習に必
要な歴史的背景を学ぶため、国語国
文学科と他学科との合同授業科目を
令和元年度に新設するための調整を
行った。

Ａ

・教養教育科目実施上
の問題点を新たに探り、
修正を加えたか。
・専門教育科目につい
ては、さらなる修正点の
有無について確認・検
討したか。

Ａ 52

　教養教育と専門教育のバランスのとれた融合を図りつつ、課題探求能力やコミュニケーション能力を身に付け、積極的に学ぶ姿勢を持った学生を育成
するため、以下に掲げる年度計画を着実に実行する。
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中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

イ　他大学との単位互換や本学入学
前に他大学で取得した単位のうち、本
学の履修単位として認定できるものは
認定するなど、柔軟な単位制度の拡
充を図る。

イ　引き続き他大学単位互換科目に
おいて、履修状況の確認、現状把
握、改善の余地があるかどうか検討
する。
　また、各種検定受検生の受検状況
を把握し、今後の既修得科目認定に
向けて、検討を加える。

イ　栄養大と米短大との単位互換協定
に基づく授業を３科目（日本国憲法、
国際関係論、教育相談論）実施し、計
175名の米短大学生が履修した。大
学コンソーシアムやまがたによる他大
学との単位互換は、これまで山形大学
での履修希望が多かったが、近年、東
北芸術工科大学での考古学関係の科
目履修を希望する学生も出てくる等、
制度を利用する学生は少ないものの、
学生の興味に合わせた学びの機会提
供に努めた。
　また、各種検定試験の既修得単位
認定については少しずつ定着してきて
おり、前期７名、後期２名の申請を認
定した。入学前に修得した既修得単位
の認定についても２名の該当者がお
り、２名とも上限の30単位を認定した。

Ａ

・他大学単位互換科目
において、改善の余地
等があるかどうか検討し
たか。
・今後の既修得科目認
定に向けて、検討を加え
たか。

Ａ 53

ウ　学生が授業に主体的に参加し授
業内容を深く理解できるよう、対話・討
論等、双方向的な授業形態を一層発
展させるとともに、実習・演習の拡充な
ど少人数教育の利点を活かした学習
指導により高い教育効果を得ることが
できるよう、教育方法の改善を図る。

ウ　引き続きより効果的な学修の実
現のために、シラバス記載の充実と
いう観点から授業実施状況を確認
し、学生の主体的学修への取組みに
ついて検討を行う。

ウ　シラバスの記載については、令和
元年度教職課程再課程認定のため
に、文部科学省から示された内容を考
慮して、授業計画をより詳細に記載す
る等の改善を進めた。加えて、令和２
年度から始まる高等教育段階の教育
費負担軽減制度への対応の検討を行
い、令和元年度からは教員の実務経
験の有無と事前・事後学習の内容を
明記することとした。

Ａ

・学生の主体的学修へ
の取組みについて検討
を行ったか。

Ａ 54

エ　これまでも実施している学生による
｢授業評価アンケート｣や研修会等のＦ
Ｄ活動を一層充実させ、授業内容や
学習指導方法の改善に向けた取組み
を行う。

エ　平成29年度に導入した授業評
価アンケートシステムを授業改善に
本格的に活用するとともに、授業改
善ワークショップを開催し、効果的な
授業のための意見交換をより活発に
行う。
　また、電子的な授業評価アンケー
トの回答率向上に向けた実施方法を
検討する。

エ　ゼミを除くすべての科目において、
前期の授業評価アンケートを７月から
８月にかけて、後期においては１月から
３月にかけて実施した。
　アンケートの結果は、各教員に配布
するとともに、学内のホームページにて
評定を公開し、学生を含めた学内関
係者が閲覧できるようにした。また、自
由記載欄の精査と今後の授業への反
映について各教員に対応を依頼した。
　２月には「授業改善ワークショップ」を
開催し、本学教員がアンケート結果を
受けてカリキュラムの組み立てを工夫
した事例を発表し、授業改善の促進を
図った。

Ａ

・効果的な授業のため
の意見交換をより活発
に行ったか。

Ａ 55
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中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

オ　教育に係る外部評価などの指摘に
対して、具体的かつ早急に改善を図る
とともに、その指摘に係る問題点を組
織的に整理し、恒常的に教育課程や
教育内容の向上につなげる。

オ　平成25年度認証評価において
指摘のあった努力課題について、平
成28年度の自己評価改善・ＳＤＦＤ
委員会において整理し報告している
が、引き続き点検と改善に取り組
む。

オ　令和２年度の大学認証評価を控
え、前回受審時に努力課題とされた、
全学年への履修単位制限の導入及び
ＧＰＡによる適正な成績管理につい
て、令和元年度から適用するための準
備と規程の整備等、積極的な改善に
取り組んだ。

Ａ

・指摘された努力課題
(全学年への履修単位
制限の導入及びＧＰＡに
よる適正な成績管理)に
ついて、検証のうえ、改
善に取り組んだか。

Ａ 56

カ　学生の成績評価や単位認定、進
級・卒業判定について、より公正かつ
適正に判断できるよう継続的に検証す
る。

カ　成績処理に関する手続き上の問
題点をさらに掘り下げて検討し、学生
による成績確認並びに自己評価のよ
り良い実施に向けて協議する。

カ　令和２年度の高等教育段階の教
育費負担軽減制度の機関要件に対
応するために、履修単位制限やＧＰＡ
を盛り込んだ新しい履修規程を策定
し、令和元年度から施行することとし
た。加えて、学生が本制度の適用を受
けるためには成績順位が重要となるこ
とから、学生の成績に対する意識が高
くなることを想定し、新たに成績評価に
対する異議申立ての手続きを定めた。

Ｓ

・より公正かつ適正な評
価のために、学生による
成績確認並びに自己評
価のより良い実施に向け
て協議したか。

Ｓ 57

キ　新学務システムにより一元的に履
修、成績等を管理し、それらを効果的
に活用した履修指導など、きめの細か
い学生指導・支援の一層の充実を図
る。

キ　学務システムにおける、学生側
のより良い利用について検討し、上
記項目｢カ｣と併せて、その指導方法
について新たに検討を加える。

キ　学務システムによる成績閲覧につ
いては、ガイダンス等の機会を利用し
た説明や掲示板への掲載等により、そ
の利用が学生に浸透してきている。現
在、成績閲覧は学内のＰＣからのみ可
能であるが、学外でも閲覧したいという
学生の声もあるため、同じシステムを
利用している大学の状況を聴取すると
ともに、セキュリティに関する課題の確
認を行いながら、実現に向けた検討を
引続き行うこととした。

Ａ

学務システムにおける、
学生側のより良い利用
について検討したか。

Ａ 58

(2) 教育実施体制の充実
①教員の配置

ア　教育効果を最大限に発現できるよ
う、教員の資質や適性、学科の人員数
等を踏まえた適切な教員配置を行う。

ア　米沢女子短期大学の将来構想
を勘案しながら、大学全体としてより
適切な教員の配置を進めるととも
に、次年度以降の配置計画を検討
する。

ア　学科の人員数等の見直しについて
は、役員会、各学科会、教授会等での
検討の結果、教育研究水準の維持の
ため、当面は現在の配置状況を変更
しないが、米短大の教育研究のあり方
検討と併せて継続して検討していくこと
とした。

Ａ

・より適切な教員の配置
について検討したか。

Ａ 59
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中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

イ　社会のニーズに合致した幅広い講
義科目を開講し、教育内容を充実さ
せるため、必要に応じて外部有識者を
効果的に活用する。

イ　外部有識者の積極的な活用を
図り、特に｢総合教養講座｣において
より良い講座の開講を実現できるよ
う引き続き検討する。
　また、単位互換科目並びに高大連
携開放科目における学外履修状況
も把握し、社会の要請に応えうる教
育内容の実施に向けて検討する。

イ　多様な学外講師による「総合教養
講座」（全15回）を開講し、地域貢献と
して一般にも公開した。終了後にアン
ケートを実施して受講者の要望を把握
し、予算等も加味しながら、講演内容
と講師選定を行った。平成30年度は
社会の要請に応える内容として「選挙
関係」や「働き方」、「多様性の社会」に
関する講座を実施するとともに、地域
で活躍されている幅広い分野の専門
家を講師として起用した。

Ａ

・外部有識者の積極的
な活用を図ったか。

Ａ

・働き方改革が進みリカレント
教育の必要性が増すと思われ
るが、教養としてだけでなく知
識のアップデートができる場とし
て、大学が果たす役割を地域
と共有して頂きたい。

60

②教育環境

ア　学生が自由に意見を述べるために
設置する｢意見箱｣に寄せられた学生
の意見を活かすなど、学生の視点に
立った教育環境の検証及び改善の取
組みを進める。

ア　学生の意見等を聴取するために
｢学生の声｣アンケートを２回程度実
施し、学内施設を中心とした各施設
の保全・管理に活用するとともに、改
善につなげる。
　また、引き続き電子的なアンケート
の実施方法を検討する。

ア　栄養大と共同で「学生の声」アン
ケートを６月と11月に実施し、計44件
の意見が学生から寄せられた。すべて
の意見や要望に対して回答を行うとと
もに、その内容を学内及びホームペー
ジに掲示した。学内の設備等、可能な
ものから順次対応を行っており、対応
が難しい要望についてはその理由を説
明する等、丁寧な対応に努めた。
　また、電子メールによる回答受付を
実施したが、匿名性が担保されないこ
ともあり、利用者はほとんどいなかっ
た。

Ａ

・｢学生の声｣アンケート
を実施し、各施設の保
全・管理に活用するとと
もに改善につなげている
か。
・電子的なアンケートの
実施方法を検討した
か。

Ａ 61

イ　教育研究機能の充実、学生活動
の支援に資するため、施設設備の現
況調査を実施し、長期的な視点に
立った老朽施設や設備の整備及び改
修を計画的に行う。

イ　教育研究機能の充実、学生活
動の支援、地域社会との連携に資す
るため、施設設備の保全調査を実
施するとともに、長期的な視点に
立った老朽施設・設備の整備及び
改修を計画的に行うため、設置設備
の点検を行う。
　また、学生の声アンケートの意見や
要望等を検討のうえ、施設設備の改
善等を行う。

イ　施設設備の点検は適宜行い、必
要に応じて修繕等の対応を行ってい
る。平成30年度は「学生の声」アン
ケートで要望があった屋根付き駐輪場
の増設に関して、空きがある屋根付き
駐輪場のラインを引き直し、学生に利
用を勧めた。

Ａ

・設置設備の点検を
行ったか。
・学生の声アンケートの
意見や要望等を検討の
うえ、施設設備の改善
等を行ったか。 Ａ 62
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中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

ウ　講義や実験実習が円滑かつ効果
的に行うことができるよう、情報機器、
視聴覚機器、実験実習用備品等の適
切な維持・管理に努めるとともに、計画
的な整備及び更新を進める。

ウ　講義や実験実習が円滑かつ効
果的に行うことができるよう、学内情
報機器、視聴覚機器、実験実習用
備品等の適切な維持・管理に努める
とともに、計画的な整備・更新を進め
るため、機器・備品等の点検を行う。
　また、学生の声アンケートの意見や
要望等を検討のうえ、機器・備品等
の整備・更新を行う。

ウ　教職を目指す学生への効果的な
教育を目指し、平成30年度は初等中
等教育現場で活用が広まっている電
子黒板を導入した。
　また、比較的使用頻度の高い中規
模教室への情報機器（液晶ＴＶモニ
ター）の整備については、財政上の面
から設置できなかったため、空き教室
の機器を移動させて利用する運用で
対応することとした。

Ａ

・機器・備品等の点検を
行っているか。
・学生の声アンケートの
意見や要望等を検討の
うえ、機器・備品等の整
備・更新を行ったか。 Ａ 63

エ　図書館について、電子書籍の活用
も含めた収蔵図書やレファレンス資料
の充実及び他の図書館との連携強化
による機能の充実を図り、教職員が利
用しやすい環境整備を進めるほか、土
曜日の開館を継続するとともに、開館
時間や開館日について、不断に検証
を行い必要に応じて改善を図る。

エ　学生・教員の利便性向上のた
め、電子書籍や継続書籍の充実を
図る。
　また、土曜日開館と４月講義期間
の開館時間延長の体制を継続する
とともに、昨年度試行した前期補講
試験期間の開館時間延長を行う。
　なお、図書館内の環境整備につい
ては、利用者の声などを踏まえて検
討する。

エ　図書の購入については、平成30年
度は新規に708冊を購入した。洋雑誌
契約件数は、栄養大大学院開設によ
り、５種増の29種となった。電子書籍
については、電子ジャーナルが高額で
あることから、その導入に向けて栄養
大及び米短大の図書館情報委員会に
おいて共通認識を図り、継続課題とし
て予算獲得の準備を進めていくこととし
た。
　開館時間や開館日については、土曜
日開館、４月講義期間及び試験期間
中の開館時間延長を継続して実施し
た。
　図書館内の環境整備は、館内への
意見箱の設置、学外利用者向けアン
ケートの実施、学生の声ノートの設置
等を行い、利用者の要望把握に努め
た。数は少ないものの７件の意見が寄
せられ、それぞれ対応を行った。
＜主な利用者の要望等とそれに対す
る対応＞
・館内での水分摂取に対する要望に
は、図書館入り口に喫飲スペースを既
に用意していることから、原則禁止のま
まとした。
・ＯＰＡＣ図書検索機能の使用方法に
対する質問があったため、使い方を記
載した説明書を作成し、機器の側に設
置した。

Ａ

・学生・教員の利便性向
上のため、電子書籍や
継続書籍の充実を図っ
たか。
・図書館内の環境整備
について、利用者の声
等を踏まえ検討したか。

Ａ 64
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自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

(3) 学生の確保
ア　年度計画において入試形態ごとの
志願者倍率の目標を設定し、大学の
アドミッション・ポリシーに合致した学生
を確保する。

ア　県内出身者をはじめとする志願
者の確保に向け、イ～キの方策に取
り組み、次の入試形態ごとの目標を
達成するよう努める。
　・一般入試
　　　志願者倍率　３.５倍
　・学校長推薦入試
　　　志願者倍率　１.０倍
　・自己推薦入試
　　　志願者倍率　１.３倍
　・ＡＯ入試
　　　志願者倍率　１.５倍
　また、アドミッション・ポリシーをより
反映した入試にするため、平成30年
度入試の結果を踏まえ、各学科の
入試内容(入試形態・募集人員・面
接及び試験問題の内容等)の見直し
を行う。

ア　県内出身者をはじめとする志願者
の確保に向け、イからキの取組みを
行った結果、入試形態ごとの志願者
倍率は下記のとおりであった。
　・一般入試
　　　志願者倍率　３.２倍
　・学校長推薦入試
　　　志願者倍率　１.１倍
　・自己推薦入試
　　　志願者倍率　０.８倍
　・ＡＯ入試
　　　志願者倍率　１.８倍
　全体の志願者倍率は１.９倍で、昨年
度の２.０倍と同程度であったが、今後
も分析をすすめながら志願者の確保に
努めてくこととした。
　また、アドミッション・ポリシーをより的
確に実現するために、平成30年度実
施の入試結果を踏まえ、令和元年度
実施の入試に関しては、国語国文学
科についてはＡＯ入試の定員を５名増
やし、その分を学校長推薦入試の定
員から減らす見直しを行った。

Ａ

・入試形態ごとの目標を
達成するよう努めたか。

Ａ 65

イ　入試状況や入学者の追跡調査結
果等の分析とともに、志願者確保のた
めの広報活動について不断に検証を
行い、その充実を図る。

イ　入試状況や入学予定者調査等
の分析をもとにして、志願者確保の
ための効果的な広報活動について
検討する。

イ　新入生アンケートの分析結果から、
本学を知った手段は、すべての入試
区分で「高校の先生から」という回答が
最も多かったため、前年度よりも高校
への訪問数を増加（下記ウを参照）さ
せた。それにより、オープンキャンパス
参加者数の増加（下記エを参照）やＡ
Ｏ入試の志願者増という効果があっ
た。

Ａ

・志願者確保のための
効果的な広報活動につ
いて検討したか。

Ａ 66
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自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

ウ　県内を中心とした高校訪問や説明
会の開催などを実施するとともに高等
学校との連携を強化し、県内からの志
願者の確保に努め、その志願者数に
ついては、現行の水準である200名を
上回るよう努める。

ウ　平成30年度入試の結果を踏ま
えながら、県内志願者の増加につな
がる高大連携の方策を検討する。
ⅰ　主に県内高校の進路担当教員
を対象とした大学説明会を開催す
る。
ⅱ　引き続き丹念に高校訪問を実
施するとともに、高校側への説明事
項を訪問者に徹底する。
ⅲ　６月の高校訪問に加えて、学校
長推薦入試後に、主に県内高校を
対象とした訪問を必要に応じて実施
する。
ⅳ　学生特使の実施時期及び員数
配分を各学科の進路の実情に応じ
て継続的に検討し、実施する。

ウ
ⅰ　６月に県内29校の高校進路担当
教員を対象とした大学説明会を栄養
大と合同で開催し、本学のＰＲを十分
に行うことができた。
ⅱ　６月から７月にかけて、東北、信越
及び北関東を中心に教員が高校訪問
を行い、本学の特色や入試内容、
オープンキャンパスの説明を行った。
訪問高校数は291校で昨年より56校
増やし、訪問予定教員に対して事前に
説明会を開催する等、高校側への説
明事項を徹底した。
ⅲ　平成30年度は学校長推薦入試ま
でに一定数の志願者が確保できたた
め、学校長推薦入試後の高校訪問は
実施しなかったが、効果が認められる
ため、今後は定例化を検討することと
した。
ⅳ　平成30年度は夏期、冬期合わせ
て県内の高校に17名、県外の高校に
29名、計46名の学生特使を派遣し
た。

Ａ

・県内志願者の増加に
つながる高大連携の方
策を検討したか。

Ａ 67

エ　オープンキャンパスの一層の充実
を図るため、参加者アンケートにより
ニーズを確認し、開催時期やプログラ
ム全体の見直しを行う。

エ　平成29年度の実施状況及び参
加者アンケート結果を踏まえ、開催
時期及び実施内容の継続的な検討
を行い、参加者にとって参加しやす
く、本学の特色をより効果的に伝えら
れる内容に改善する。

エ　前年度の参加者アンケート結果に
基づいて検討を行い、開催時期を昨
年度と同時期とした。オープンキャンパ
スの参加者数は546名となり、昨年度
より106名の大幅増であった。
　また実施内容についても前年度の実
施状況を踏まえ、入試対策委員会に
おいて検討を行い、例年２回目の参加
者が多いことから、運営の円滑化のた
め２回目の開会行事の会場を２会場
用意するとともに、個別進学相談の利
用を増やすため、参加者が訪問しやす
いようオープンスペースに相談会場を
設置する等の改善を行った。

Ｓ

・参加者増につながるた
めに、オープンキャンパ
スの内容・開催時期に
ついて検討をしたか。

Ｓ 68
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自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

オ　学科紹介動画の作成等により大
学ホームページを充実させるとともに
大学案内等による広報活動を強化す
ることにより、全国有数の総合短期大
学である本学の特色をアピールし、優
秀な学生の確保に努める。

オ　入試情報・大学情報のより効果
的な提供方法を検証する。
ⅰ　大学ホームページを重要な情報
発信媒体として捉え、総合短期大学
である点などの本学の特色及び入試
やオープンキャンパスの情報が分か
りやすく伝わる内容に改善する。
ⅱ　ホームページ以外の効果的な
情報提供媒体の利用について、さら
に検討する。
ⅲ　ＳＮＳを利用した広報活動を積極
的に行う。

オ
ⅰ　各入試の出願期間以前から、
ホームページのトップページ上部に当
該入試の事前告知を目立つよう掲載
し、受験生に早期の周知を実施した。
ⅱ　８月にＡＯ入試と学校長推薦入試
の情報を記載したダイレクトメールを
1,000名の受験生（東北・新潟、短大
文系志望）に、入試日程のポスターを
295校（高校訪問対象校、本学への
入学実績校）に発送した。また、オープ
ンキャンパスで配布するノベルティグッ
ズについて、在校生にアンケートを実
施し、より効果的に本学をＰＲできるよ
うなノベルティグッズを作成した。
ⅲ　オープンキャンパス等の入試関連
情報を、「ＬＩＮＥ」を使って６回発信し
た。「ＬＩＮＥ」の登録者数を増加させる
ため、「ＬＩＮＥ」のＱＲコードをオープン
キャンパス時に配付した結果、有効登
録者数が488名（平成30年度末現
在）となり、前年度末の369名から着実
に増加した。

Ａ

・入試情報・大学情報の
より効果的な提供方法
を検証したか。

Ａ

・ダイレクトメールの発送数が、
昨年度より350通増加し、広報
活動が強化されていると感じ
た。

69

カ　より多くの優秀な志願者・入学者を
確保するため、出願方式のさらなる改
善を図り、入試形態についても多角的
に検討し、不断に改善を行う。
　また、学科間の志願者の偏りを是正
するための方策についての検討を行
う。

カ　より多くの志願者確保のため、平
成30年度入試の結果を踏まえ、入
試内容(入試形態・募集人員・出願
資格、出願方式等)及び入試会場に
ついて検討する。
　また、文部科学省による平成33年
度入学者選抜実施要項の見直しに
伴う変更点について制度設計を含め
検討する。

カ　平成29年度実施入試の結果を踏
まえ、国語国文学科のＡＯ入試及び学
校長推薦入試の募集人員の変更を
行った。また、一般入試の入試会場に
ついても検討を行い、仙台会場及び鶴
岡会場での試験実施は志願者確保に
有用であると判断し、平成30年度実
施の入試においても継続することとし
た。
　文部科学省による令和３年度入学
者選抜実施要項の見直しに関しては、
年度当初から入試対策委員会におい
て検討を行うほか、見直しに伴う変更
点について９月の教授会終了後に全
教職員を対象とした懇談会を実施し、
情報の共有と協議を行った。それらの
検討結果に基づく入試方法の変更点
については、１月に第１報（入試区分の
変更等）を、３月に第２報（大学入学共
通テスト及び英語認定試験の活用方
法）をホームページで公表した。

Ａ

・入試内容及び入試会
場について検討したか。

Ａ 70
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自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

キ　新学務システム導入の利点を活
かし、各種入試情報の一元的な整備
とその活用を図り、志願者確保に努め
る。

キ　新学務システムを利用し、引き
続き志願者確保に向けたデータの作
成及び入試情報管理を行う。

キ　効果的な高校訪問を行うため、新
学務システムを活用して在学生及び
志願者が多い高校を選出し、それらの
高校を重点的に訪問して志願者の確
保に努めた。

Ａ

・新学務システムを利用
し、志願者確保に向けた
データの作成及び入試
情報管理を行ったか。

Ａ 71

(4) 学生支援の充実
①　学修支援

ア　担任制を継続し、入学時から卒業
時まで、卒業後の進路選択も見据え
たきめ細かな履修相談、履修指導を
行う。
　また、オフィスアワーや電子メールを
利用した修学支援も継続して行う。

ア　今年度も継続して、｢学生生活の
手引 平成30年度｣に｢担任への相
談｣、｢教員への相談(オフィスア
ワー)｣を掲載する。
　また、ほとんどの教員が｢教員への
相談｣備考欄に｢この時間帯以外でも
随時受け付けます｣旨の記述を加え
ているが、引き続き学生が教員に円
滑に相談できる環境整備を検討す
る。

ア　学生が円滑に教員へ相談できるよ
う、今年度も継続して「学生生活の手
引」に「担任への相談」、「ゼミ担当教
員への相談」、「教員への相談(オフィ
スアワー)」、全教員のメールアドレスを
掲載し、相談窓口の周知を図るととも
に、面談及び電子メールによる教員相
談体制の整備に努めた。

Ａ

・学生が教員に円滑に
相談できる環境整備を
検討したか。

Ａ 72

イ　学長や理事等と学生との対話の場
を年２回程度設け、また、学生アン
ケートの実施により、学生の意見を反
映させたより望ましい学内教育環境を
整備する。

イ　学生と理事との懇談会を引き続
き実施し、学生の率直な意見の収集
に努める。

イ　栄養大と共同で「学生と理事等と
の懇談会」を11月に実施し、学内外の
理事や審議会委員と両大学の学生の
対話の機会を設けた。(理事等13名、
学生12名が参加。)
　懇談会では、教育環境等について学
生から率直な意見や要望があり、部室
へのエアコン設置や国際活動サークル
への参加調整等、可能な限りの対応
を行った。

Ａ

・懇談会を開催し、学生
の意見の収集に努めた
か。

Ａ 73

ウ　学生が自主的学習を積極的に行う
ことができるよう、合同研究室などの自
学自習施設や設備の充実を図る。

ウ　学生が自主的学習を積極的に
行うことができるよう、各学科合同研
究室などの自学自習施設・設備の
充実に向け、利用状況を定期的に
確認し、適切な運用を行う。

ウ　編入学英語及び小論文の指導前
後に自主的な学習ができるよう、指導
教室と同一フロアに自習室を設置し、
学生の効率的な自習環境の整備に努
めた。また、現在の自習室の机には隣
の席との仕切り壁がないため、プライバ
シー保護及びより良い学習環境の観
点から、必要性についての検討を継続
することとした。

Ａ

・自学自習施設・設備の
充実に向け、利用状況
を定期的に確認し、適
切な運用を行ったか。

Ａ 74
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自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

エ　障がいのある学生、社会人、留学
生、科目等履修生といった、多様な学
生のニーズに応える履修サポート制度
の充実を図る。

エ　障害者差別解消法対応検討会
議と連携し、障がいのある学生に対
する配慮などの基本的な考え方を検
討するとともに、留学生などに対する
チューター制度実施規程及び障が
い学生のノート・テイカー制度実施規
程に基づき適切な支援を行う。

エ　平成30年度は中国からの留学生
１名に対し、チューター制度による支
援を行った。ノートテイカーの利用は無
かった。
　令和元年度は支援が必要な学生が
入学することから、入学前に当該学生
及び保護者と面談を行い、必要な支
援の内容を確認するとともに、ほかの
委員会とも協力しながら、学生のニー
ズに応じて履修をサポートするための
準備を行った。

Ａ

・各種サポート制度に基
づき適切な支援を行っ
たか。

Ａ 75

オ　市内循環バス利用に対する助成
や冬期間における学寮・大学間の交
通手段の確保支援を行うなど、通学の
利便性向上を図る。

オ　市内循環バスについて、引き続
き学生への運賃半額補助の助成を
行うとともに、冬期間における学寮・
大学間の交通手段の確保について
は、平成29年度と同様に通学バス
の運行支援を行う。

オ　通学の利便性向上のために、市内
循環バス利用者に対する費用補助を
継続して実施した。また、冬期間にお
ける学寮－大学間での効率的なバス
運行が図れるよう、講義日程に合わせ
た運行計画の立案やバス会社との調
整、学生への周知等の支援を行った。

Ａ

・通学バスの運行支援
を行ったか。

Ｓ

・大学法人において、通学の環
境整備にきめ細かく努力されて
いることを知り、学生に対する
面倒見の良さに感心した。通
学環境はとても重要な課題な
ので、細かく配慮していることは
非常にありがたい。

76

②　生活支援
ア　全学的な学生支援を行うことに努
め、学生相談等メンタルヘルスに関す
る支援体制をさらに充実させるととも
に、看護師等との密接な連携を図り、
総合的な支援を行う。

ア　全学的な学生支援に努め、学生
相談等メンタルヘルスに関する支援
体制をさらに充実させるとともに、看
護師等との密接な連携を図り、総合
的な支援を行うために、教職員、看
護師、カウンセラーなどの支援体制
を点検し、より充実させる。
　また、看護師と学生委員長が連携
し、学生の支援に関する情報の共有
を行い、適切な支援に努める。

ア　学業、アルバイト、体調、メンタルヘ
ルス等の様々な相談に学生に寄り添う
形で、教職員や看護師、カウンセラー
が連携して対応し、ケースによっては
副学長、学生部長を筆頭に学内関係
者による対応会議を開催した。６月に
は栄養大と合同で、教職員を対象とし
た学生のメンタルヘルスの課題や支援
について学ぶ研修会を開催し、学生相
談等の支援体制の強化に努めた。

Ａ

・学生相談等メンタルヘ
ルスに関する支援体制
を充実させたか。

Ａ 77
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自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

イ　学資等が十分でなく学生生活が困
難な学生については、成績や家庭環
境等を総合的に勘案し、一定の条件
のもと、授業料減免制度や奨学金制
度を活用し支援する。

イ　学資等が十分でなく学生生活が
困難な学生については、成績や家庭
環境等を総合的に勘案し一定の条
件のもと、授業料減免制度や奨学金
制度を活用し支援するとともに、それ
ら制度の審査基準の見直しにより制
度の拡充につなげる。
　また、三宅奨学金、学生支援機構
の奨学金、教育振興会奨学金の学
生への周知を深め、幅広い修学支
援を実施する。

イ　授業料減免については、４月のガイ
ダンス時の説明や学内掲示により、十
分な周知を行うとともに、社会的養護
を必要とする学生支援のため、日本学
生支援機構の基準に合わせて本学の
取扱基準を改訂した。また、令和２年
度からの高等教育段階の教育費負担
軽減制度への対応として、制度概要
等の情報収集に努めた。
  奨学金については、日本学生支援
機構の奨学金に関する説明会を年度
当初に計４回行い、利用状況の把握も
定期的に行った。
　また、留学生の入学に伴い、申込み
可能な外部の奨学金情報の収集に努
め、公益財団法人が運営する奨学金
の対象大学として本学の登録を行うと
ともに、当該留学生に申込みの助言と
支援を行ったところ、令和元年度の奨
学金給付が決定した。

Ｓ

・授業料減免制度や奨
学金制度を活用し支援
するとともに、それら制
度の審査基準の見直し
により制度の拡充につな
げたか。
・学生支援機構奨学金
等の周知を深めたか。

Ｓ 78

ウ　課外活動や学園祭等の学生の自
主的な活動を支援するとともに、学生
自治会や学寮入寮者と大学との意見
交換会を定期的に開催し、出された意
見等を大学運営に活用する。

ウ　課外活動や学園祭等の学生の
自主的な活動を支援するとともに、
大学と学生自治会・学寮との意見交
換会を定期的に開催し、学生生活
全体を支援する。

ウ　サークル活動状況に関するアン
ケートを10月に、学生自治会との意見
交換を12月に実施し、学生活動に必
要な支援内容の把握に努めた。
　また、大学と学寮との意見交換会で
ある「寮務寮生会議」を開催し、火器
取扱いや夏に向けての食中毒注意、
不審者情報等について大学側から情
報提供した。学生からは、熱中症予防
に向けたエアコンの弾力的な運用につ
いて意見があり、これに対応した。

Ａ

・意見交換会を定期的
に開催し、学生生活全
体を支援したか。

Ａ 79
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自
己
評
価
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評
価

委員からの意見等
連
番

③　キャリア支援
ア　就職・編入学等、学生が希望する
進路を自らの力によって開拓できるよ
う、キャリア支援センターの施設拡充を
含めた利用機能の一層の充実を図る
とともに、本学への入学希望者増加に
つながる総合的なキャリア支援策につ
いて不断に検証し、着実に実施する。

ア　総合的なキャリア支援内容の充
実及びキャリア支援センター体制の
充実を図る。
ⅰ　キャリア形成のための各種講座
等を検証し、内容の充実を図る。
ⅱ　学生相談や進路情報提供を検
証し、内容の充実を図る。
ⅲ　キャリア支援センターの体制につ
いて検証し、内容の充実を検討す
る。
ⅳ　米沢栄養大学との連携を強化
する。

ア
ⅰ　講座については、学生へのアン
ケートを随時検証しながら、計画した事
業を確実に実施した。また、当日参加
できなかった学生のために各種ガイダ
ンスのＤＶＤの貸出しを行い、アフター
フォローに努めた。
ⅱ　学生相談については、学生に対し
適切な時期に適切な助言を提供でき
るよう、職員が各種セミナー等に参加
して情報を収集・共有し、学生相談に
還元した。
ⅲ　年間約2,500件の個別相談に丁
寧に対応した。就職活動が本格化す
る４月から６月の繁忙期におけるセン
ター職員の負担軽減のため、質問の
多かった事項に対する回答をあらかじ
めガイダンスで学生に説明する等、指
導の効率化を図った。また、令和元年
度からは、キャリア教育担当教員から
の指導助言をもとに、職員と教員がより
密に連携し、キャリア支援事業を効果
的かつ効率的に実施することとした。
ⅳ　公務員試験対策講座や就活メイ
クレッスン講座など、栄養大にも共通
する講座については、可能な限り連携
して共同講座という形で効率的に実施
した。

Ａ

・総合的なキャリア支援
内容の充実及びキャリア
支援センター体制の充
実を図ったか。

Ａ 80
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己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

イ　就職希望者の就職率100％を目
指し、学生相談の充実、求人情報の
積極的な提供、公務員講座をはじめと
する各種講座の年間30回程度の開
設、インターンシップ制度の充実、各種
資格取得への支援などを継続して実
施する。

イ　就職希望者の就職率向上を目
指し、各種支援を実施する。
ⅰ　就職希望者のための各種講座
等を検証し、内容の充実を図る。
ⅱ　学生指導員の配置と企業訪問
について検証し、より効果的な対応
を検討する。
ⅲ　学内企業説明会の開催及び学
外での企業説明会への支援につい
て検証し、必要な改善を行う。
ⅳ　体験者の増加に向け、インター
ンシップへの学生の参加を支援す
る。
ⅴ　受験者の増加に向け、資格取得
を支援する。
ⅵ　労働・雇用関係者・ＯＧと協力し
た情報提供や就職活動支援などに
ついて検証し、その充実を図る。

イ　以下に記載の支援を実施した結
果、就職希望者の就職率は99.0％
（就職内定率は100％）と高い水準で
あった。
ⅰ　年度当初に計画したキャリア支援
事業を着実に実施した。各種ガイダン
ス当日に参加できなかった学生にはＤ
ＶＤの貸出しを行う等、きめ細やかな
支援に努めた。
ⅱ　より効果的な支援のため、「キャリ
アコンサルタント」国家資格を有する教
員をキャリア支援センターに増員すると
ともに、令和元年度からキャリアカウン
セリングを実施することとした。企業訪
問については、県内外の各種企業が
集まるマイナビやリクナビが主催する研
修会や名刺交換会等に積極的に参加
し、新規の求人企業開拓を行った。
ⅲ　企業説明会への支援については、
事前のオリエンテーションや就活支援
講座等を実施し、説明会の有効な参
加方法や好印象を与える作法等につ
いて丁寧に説明した。三大学合同企
業説明会への参加にあたっては、山形
大学の事前オリエンテーションに職員
が参加し、学生に伝達研修を行って対
応の徹底を図った。学外の企業説明
会参加者には、本学からのバス送迎
支援を行った。
ⅳ　インターンシップ参加支援について
は、就労体験期間を通じて学生にとっ
て有意義な体験となるよう、事前のオ
リエンテーション及びビジネスマナー講
座を実施し、丁寧な指導に努めた。

Ａ

・就職希望者の就職率
向上を目指し、各種支
援を実施したか。

・H25年度卒就職率
 94.9％（健栄含む）
・H26年度卒就職率
 95.2％（健栄含む）
・H27年度卒就職率
 96.0％
・H28年度卒就職率
 98.4％
・H29年度卒就職率
 97.4％
・H30年度卒就職率
 99.0％

Ａ 81

ウ　編入学希望者の編入学率100％
を目指し、小論文添削指導、面接訓
練、模擬問題の学習、編入学対策講
座の開催などの支援策を継続して実
施する。

ウ　編入学希望者の合格率向上を
目指し、各種支援を実施する。
ⅰ　編入学状況の変化に対応し、編
入学希望者のための各種講座、情
報提供及び支援体制等について検
証し、その充実を図る。
ⅱ　編入学英語・小論文の指導態
勢について検証する。

ウ　ⅰ・ⅱ　編入学試験を実施する大
学側で、出願要件としてＴＯＥＩＣのスコ
ア等を求める大学が増えてきており、
試験科目としての英語がますます重視
されることから、学生への英語指導を
充実させるため、昨年度に引続き英語
朝学習会を開催するとともに、編入学
英語や小論文指導を行う指導員を配
置し、添削指導を充実した。この結
果、編入学率は98.6％と高い水準で
あった。

Ａ

・編入学希望者の合格
率向上を目指し、各種
支援を実施したか。

Ａ 82

ⅴ 就職活動に有利となる資格取

得支援として、ＴＯＥＩＣ66名、日商

ＰＣ検定78名、ＩＴ技術者試験７名、

日商簿記１名、ピアヘルパー39名

の受験生に対し、受験料の一部補

助を実施した。

ⅵ 就職活動支援の検証結果とし

て、「編入学後の就職活動への入

り方に関する助言が欲しい」という

学生の要望に応え、10月に該当

するＯＧを講師に招き、「ＯＧの話

を聞く会」を開催した。
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自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

エ　新学務システムの活用により、学
生への一層充実した就職・編入学情
報の提供を行うとともに、教員とキャリ
ア支援センターが一体となったよりきめ
細かな支援体制を構築する。

エ　改修した就職活動支援システム
等を活用し、編入試験受験校の全
学的な把握等、学生及び教職員に
対して就職・編入学情報の提供を行
うとともに、学生の進路希望など情報
の収集に努め、その情報を検証しな
がらさらなる支援を検討する。

エ　システムを活用し進路希望状況を
確認した結果、編入学、公務員志望
者が多いことから、編入学対応として
上記のとおり英語朝学習会による支援
を継続することとした。公務員への就
職については、毎年倍率が高いことを
考慮し、公務員試験勉強と並行して民
間の就職活動を行うよう、これまでより
も強く学生に説明を行った。
　また、各種ガイダンスの機会を利用し
てシステムの利用について学生へ周
知した結果、学生が問題なくシステム
で求人状況の確認ができるようになっ
た。

Ａ

・新学務システムを活用
し、学生及び教職員に
対して就職・編入学情
報の提供を行うととも
に、学生の進路希望な
ど情報の収集に努め、さ
らなる支援を検討した
か。

Ａ 83

２　研究に関する目標を達成するための措置
(1) 研究活動の積極的な推進及び研究成果の発信

ア　本学の専門領域の多様性を踏ま
えて、理事長等の判断により配分先を
決定できる資金支援制度により、個人
研究の一層の推進に努める。

ア　科学研究費補助金等の採択に
向けて、本学の資金支援制度を活
用し、引き続き教員の取組みへの助
成を行う。

ア　科学研究費補助金等の採択に向
けて、本学独自の資金支援制度を活
用し、教員の研究への助成を３件実施
した。

Ａ

・大学の資金支援制度
を活用し、教員の取組
みへの助成を行ったか。

Ａ 84

イ　外部研究資金の助成制度の仕組
みや申請方法についての研修会を開
催し、科学研究費補助金の申請につ
なげる。

イ　学内の外部資金既得研究者の
協力を得ながら、これから外部資金
獲得を目指す学内研究者との連絡
をより密にし、科学研究費補助金等
の申請につなげる。
　また、引き続き既得研究者による
学内向け情報の共有の仕組みを検
討する。

イ　５月に外部資金獲得経験のある本
学教員の協力を得て、科学研究費の
申請から獲得に至るまでの流れを学
ぶ研修を実施した。さらに９月には栄
養大と共同で、科学研究費の審査員
の経験を有する外部講師を招聘した
研修会を開催し、全国の大学における
科学研究費獲得状況や申請の際のポ
イントを学ぶ機会を設け、外部資金の
獲得促進と教員の研究意欲の向上を
図った。

Ａ

・科学研究費補助金等
の申請につなげる取組
みを行ったか。
・既得研究者による学
内向け情報の共有の仕
組みを検討したか。

Ａ 85

ウ　教員の研究成果に関する広報活
動を徹底するとともに、インターネット上
での研究者登録などにより、教員一人
ひとりの専門領域についての情報を地
域のみならず広く社会に発信する。

ウ　教員の研究成果や専門領域など
を発信するために、学術機関リポジト
リへの公開をしており、紀要及び生活
文化研究所報告のほかに、学内で
刊行されている学術誌についても、
公開規定を平成29年度に検討した
ことを踏まえて、段階的に発信する
環境を整える。

ウ　教員の研究成果や専門領域の発
信のため、本学が刊行する紀要及び
生活文化研究報告の機関リポジトリへ
の公開を継続した。
　また、本学の学科が運営する学会報
告等も広く機関リポジトリの公開の対象
とするために、他大学の公開規程を参
考にしながら、機関リポジトリの運用指
針を新たに制定し、公開対象の拡大と
公開基準や手続きの明確化を行っ
た。

Ａ

・学内で刊行されている
学術誌について、段階
的に発信する環境を整
えたか。

Ａ 86
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番

エ　本県の地域課題の解決につながる
研究に積極的に取組み、その成果を
論文寄稿等により公表する。

エ　生活文化研究所を中心に県民
や社会に貢献する地域課題に密着
した研究を推進し、研究水準の向上
と研究成果の地域への発信を行う。

エ　生活文化研究所として、平成30年
度は地域課題に密着した共同研究を
５件（うち新規が２件）実施した。その
研究成果報告会は令和元年度に実
施し、研究成果の地域への発信を行う
こととしている。なお、平成29年度共同
研究の成果報告会は平成30年７月に
開催し、７件の報告を行い、34名の聴
講者があった。

Ａ

・地域課題に密着した研
究を推進し、成果を発
信したか。

Ａ 87

(2) 研究の実施体制の充実
ア　研究活動を適切に評価できるよう
評価体制を充実させ、優れた研究成
果をあげた場合に、適正な評価による
優遇措置等を実施できる環境を構築
する。

ア　教員の業績評価の中で優秀な
業績に対しての優遇措置として特別
研究費の交付を行う。

ア　業績が優秀な教員への表彰制度
を新たに創設し、平成29年度の業績
が特に優れた評価の教員２名に対して
特別研究費を交付した。

Ａ

・優遇措置として特別研
究費の交付を行った
か。

Ａ 88

イ　研究活動に必要な施設や設備、
備品について定期的な点検調査を実
施し、計画的な整備及び改修を実施
する。

イ　良質な教育を保証するために不
可欠な研究活動を支える施設、設
備、備品等について計画的な整備を
行っていく。

イ　今後、初等中等教育現場で情報
機器の導入が進むことが見込まれるこ
とから、教職を目指す学生への効果的
な教育環境整備のために、新しく教職
課程で使用する電子黒板を導入した。

Ａ

・施設、設備、備品等に
ついて、計画的な整備
を講じたか。

Ａ 89

ウ　教員と事務職員の担当すべき業
務内容を点検し、役割の明確化を図
ることにより、教員が教育、研究及び学
内業務に専念でき、研究実施体制の
強化につながる適正な運営体制を構
築する。

ウ　教員、事務職員の適切な役割分
担のもと、効果的な教育や研究の推
進を図ることができる支援体制を引
き続き検討する。

ウ　効果的な教育研究推進体制の構
築に資するため、全教職員を対象に、
外部講師による「教職協働」に関する
研修を実施し、教員、事務職員の役
割分担と協働の必要性、社会的性格
の相違、協働のプロセス等について教
職員が共通の認識を持った。

Ａ

・適切な役割分担のも
と、効果的な教育や研
究の推進を図ることがで
きる支援体制を検討し
たか。 Ａ 90
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番

エ　生活文化研究所について、その活
動内容及び名称を検証し、その位置
付けを明確にしたうえで、地域連携・研
究推進センターとの役割分担も含めて
機能の拡充を図る。

エ　一昨年度の検討により生活文化
研究所の役割や米沢栄養大学の地
域連携･研究推進センターとの役割
分担を明確化しており、これを受けて
公開講座や共同研究、子ども大学
などの活動を推進する。

エ　公開講座を４講座計10回開催し、
延べ195名の受講があった。受講者は
リピーターも多く、米沢市外からの参加
もあった。
　子ども大学は「いいで子ども大学」と
「松川子ども大学」の２つを開催し、い
ずれも参加児童や共催団体からは好
評であった。
（いいで子ども大学）
・飯豊町教育委員会と共催で、本学及
び飯豊町内を会場に３日間開催。参
加児童数は34名、学生数は16名（栄
養大の学生を含む）で、学生が講師と
なって栄養バランスの講座や英語の
ゲーム、手形アート等の活動を行っ
た。
（松川子ども大学）
・米沢市松川コミュニティセンターと共
催で、本学を会場に開催。参加児童
数は44名、学生数は13名で、児童と
学生が協力して物語の創作と発表を
行った。

Ａ

・公開講座や共同研
究、子ども大学などの活
動を推進したか。

Ａ 91

オ　教育研究の質の向上のために、特
に若手教員に対する長期学外研修制
度を引き続き実施するとともに、不断
に検証を行い、必要に応じて改善を行
う。

オ　平成29年度利用者はないので、
これまでの聴き取り調査や制度運用
に関する問題点等を整理する。
　また、引き続き利用者が制度の活
用後に学内者とその経験を共有でき
る仕組みを検討する。

オ　平成30年度は、後期に１名の教
員が長期学外研修制度を利用した研
究を実施した。本制度について教授会
等の場で周知に努めたところ、令和元
年度においても教員１名が制度を利用
することが決定した。
　令和元年度からは、制度利用者の
経験等をほかの教員が共有できるよう
な発表の機会を設け、本制度利用に
よる研究の促進を図ることとした。

Ａ

・長期学外研修制度利
用者が制度の活用後に
学内者とその経験を共
有できる仕組みを検討
したか。

Ａ 92
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中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

３　地域貢献に関する目標を達成するための措置
(1) 地域で活躍する人材の輩出

　県内企業や商工会議所等との意見
交換会や本学卒業生の受入先を中心
とした企業への状況調査を行うなど、
地域からの本学に対する人材ニーズ
を把握し教育課程やキャリア支援に反
映させるとともに、行政・関係機関や企
業と連携し、県内をはじめとして卒業生
の活躍の場の拡充に努める。

　地域からの本学に対する人材ニー
ズを把握するため、様々な機会を捉
え情報収集を行うとともに、必要に応
じてアンケート調査などを実施する。
　また、これらの情報を教員・学生に
提供し、就職活動に活かすことがで
きるように努める。

　地域のニーズを把握するため、米沢
商工会議所主催の情報交換会に出
席する等、地域企業の声の傾聴に努
めた。
　学内合同企業説明会に参加した企
業に対しアンケート調査を実施し、本
学学生の印象について情報を収集し
たところ、「大人しく静かな印象」、「積
極的に質問や会話ができるとよい」等
の意見があり、今後のキャリア支援に
活かすこととした。また、こうした状況を
常日頃の学生指導にも活かせるよう学
科会や教授会で報告し、全教職員で
情報を共有した。
　さらに、三大学合同企業説明会に参
加することにより、従来は接点の少な
かった地元企業への効果的かつ効率
的な就職活動が可能となったことか
ら、地元で就職を希望する学生に対
し、積極的な参加を促した。

Ａ

・地域の人材ニーズを把
握したか。
・これらの情報を教員・
学生に提供し、就職活
動に活かすことができる
ように努めたか。

Ａ

・これからの時代に求められる
人材には、主体性、自律性、
積極性、コミュニケーション力
が必要と思うが、これらは、大
学での勉強だけでなく大学時
代をどう過ごすかで身につくも
のと考える。そのあたりの意識
づけもお願いしたい。

93

(2) 教育研究成果の地域への還元
　生活文化研究所を中心に、本学の
多様な教育研究活動及びその成果を
活用し、県内の行政や教育機関をはじ
めとする関係団体、企業及び有識者と
連携して地域貢献を行う。

　｢よねたんマル得活用ブック｣を活
用して、県内の行政や教育機関をは
じめとする関係団体、企業及び有識
者、地域からの要望に応えて地域貢
献を進める。

　生活文化研究所が依頼を受けた教
員派遣（出前講座を含む）は15件
で、、延べ15日間の教員派遣を行っ
た。依頼のほとんどはホームページに
掲載した「よねたんマル得活用ブック」
の閲覧によるものであり、地域貢献活
動の広報に効果があった。平成30年
度は冊子の作成は行わず、年度当初
にホームページの情報を最新の状態
に更新し、情報発信を行った。

Ａ

・｢よねたんマル得活用
ブック｣を活用して、地域
貢献を進めたか。

Ａ 94

-46 -



中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

(3) 他大学との連携
　｢大学コンソーシアムやまがた｣の活
動に積極的に参画するとともに、県内
他大学と教職員や学生の交流等を通
じて実効性のある連携を図る。

　｢大学コンソーシアムやまがた｣への
積極的な参画を継続しながら、他大
学との連携の可能性を模索し、特に
米沢栄養大学については、単位互
換の実現を目指す。

　大学コンソーシアムやまがたには監
事として学長が、幹事会副委員長とし
て事務局長が参画しているが、今年度
は新たに、文部科学省の幹部を講師
に迎えた本学のＳＤＦＤ研修を「大学コ
ンソーシアムやまがた」加盟機関にも
公開する等、積極的な参画に努めた。
　また、今年度から栄養大との単位互
換による合同授業として、後期に日本
国憲法（教養科目、教職必修教養科
目）、国際関係論（教養科目）、教育
相談論（教職科目）の３科目を実施し
た。

Ａ

・米沢栄養大学につい
ては、単位互換の実現
を目指したか。

Ａ 95

(4) 高等学校等との連携
　高校と連携して相互のカリキュラムの
調整や高校での生活状況の情報交換
など、より進んだ高大連携のあり方を
検討する。
　また、高校生への本学教員による出
前講義等を通じ、地域教育への貢献
を行う。

　高大連携科目の充実、出前講座
の実施、情報交換の活性化などに
努めながら、高校との連携を一層強
化する。

　平成30年度は高大連携として、高畠
高校から３名、米沢工業高校から２名
（うち１名は専攻科）の受講生を受け入
れるとともに、高校訪問等の際に高校
や大学の実情について情報交換し、連
携を一層強化することに努めた。
　また、下記のような本学教員による
高校生や高校教員への講義の実施等
により、地域教育への貢献を行った。
　・全国商業高等学校英語スピーチコ
ンテスト山形予選会審査員
　・鶴岡中央高校及び米沢中央高校
での模擬授業
　・寒河江高校一日校外探求活動授
業講師
　・県高校教育研究会保健養護部会
研究協議会講演会講師
　・新庄北高校最上校校内研修会講
師
　・新庄北高校最上校通級授業研修
会講師　　　等

Ａ

・高校との連携を強化し
たか。

Ａ 96
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中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

(5) 県民への学びの機会の提供
　開かれた高等教育機関として、地域
のニーズに即した公開講座等を年10
回程度実施するなど、生涯学習の機
会を提供する。

ⅰ　地域のニーズに即した公開講座
等を年10回程度実施する。
ⅱ　｢よねたんマル得活用ブック｣を
本学のホームページ上にアップし
て、さらに学外から利用しやすくす
る。

ⅰ　公開講座は４講座計10回開催
し、受講者数は延べ195名であった。
講座ごとに受講者アンケートを行い、
受講者のニーズを把握しながら講座
テーマの選定に努め、地域に生涯学
習の機会を提供した。
ⅱ　「よねたんマル得活用ブック」は
ホームページに掲載しており、年度当
初に教員の研究内容や出前講座テー
マの一覧を最新の情報に更新した。
ホームページの閲覧による新規の出
前講座の依頼や高校からの問合わせ
も多い。

Ａ

・地域のニーズに即した
公開講座等を実施した
か。
・｢よねたんマル得活用
ブック｣を学外から利用
しやすくしたか。

Ａ 97

４　国際交流に関する目標を達成するための措置
ア　｢海外語学実習｣をより充実させ、
姉妹大学等との交流を一層推進す
る。

ア　これまでの｢海外語学実習｣の実
施状況を確認し、平成30年度新
設、31年度実施の｢異文化理解実
習｣の効果的な実施に向けて準備す
る。

ア　これまで実施してきた「海外語学
実習」について、多くの学生が履修でき
るよう実施期間を見直すとともに、より
効果的な実習となるよう、事前の学習
を充実（コミュニケーションの基本、多
様性の理解増進、異文化への適応
等）させるカリキュラムに変更し、令和
元年度から「異文化理解実習」として
新たに実施することとした。

Ａ

・｢異文化理解実習｣の
効果的な実施に向けて
準備したか。

Ａ 98

イ　地域の国際交流活動への積極的
な参加などを通じ、国際感覚のある学
生の育成に努める。

イ　地域の特性に応じた形での国際
交流活動に積極的に関わり、学園都
市推進協議会とも密接に連携をとっ
ていく。

イ　事務局長が米沢市国際交流協会
の理事を務めており、地域における国
際交流活動の情報収集を行うととも
に、異文化交流イベントのチラシを学
内に掲示し、学生に自主的な国際交
流活動への参加を促した。
　また、学生と理事等との懇談会で学
生からあった国際活動サークルに関す
る意見を踏まえ、山形大学工学部と調
整を行い、平成30年12月から同大学
が有するサークルに本学の学生も参
加できることとなった。

Ａ

・地域の特性に応じた形
での国際交流活動に積
極的に関わったか。

Ａ 99

ウ　本学教員の国際学会への出席の
支援などを通じ、海外の情報収集に努
め、その成果を教育研究に活用する。

ウ　国際学会への本学教員の出席
をより強く支援すべく体制強化を図っ
ていく。

ウ　国際学会参加費用の支援及び長
期学外研修制度により、教員の国際
学会への出席や海外での研究活動を
奨励しており、今後も継続して支援を
行っていく。

Ａ

・国際学会への出席を
より強く支援すべく体制
強化を図ったか。

Ａ 100
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第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

１　運営体制の改善に関する目標を達成するための措置
ア　機動的、効率的な法人・大学運営
のため、ガバナンス改革を着実に推進
し、理事長・学長がリーダーシップを発
揮できるよう各理事・管理職がその担
当分野において理事長・学長を補佐
する執行体制を強化する。

ア　理事長・学長を補佐する新たな
執行体制のもと、より機能的、効率
的な法人・大学運営に努める。

ア　理事長・学長を補佐する執行体制
の強化を図るため、学内理事による法
人役員会議を11回実施し、法人・両
大学の運営状況を情報共有するととも
に、年度計画や予算、処分等の重要
案件、現在抱える問題点等を協議し
ながら、機動的な法人及び大学運営
に努めた。

Ａ

・より機能的、効率的な
法人・大学運営に努め
たか。

Ａ 101

イ　１法人２大学運営方式のメリットを
発揮するため、委員会等学内組織に
ついて不断に検証し、その機能向上へ
の取組みを進める。

イ　委員会等の組織やその運営につ
いては不断に検証し、適宜必要な見
直しを行う。

イ　委員会の組織については、栄養大
大学院が開設されたことを受け、必要
となる組織を検討し、大学院における
教育研究や運営について協議・決定
する常設の委員会のほか、産学連携
活動に係る利益相反の適切な管理の
ための委員会を新たに設置した。
　また、両大学に共通する組織・運営
に関する事項については、役員会議で
調整を図るとともに、両大学合同で委
員会を開催する等、情報共有による機
能向上に努めた。

Ａ

・委員会等の組織やそ
の運営については検証
し、必要な見直しを行っ
たか。

Ａ 102

ウ　透明性を確保し開かれた大学運
営を推進するため、学外有識者や専
門家の理事や審議会委員への積極的
な登用を図る。

ウ　理事や審議会委員の改選にあ
たっては、幅広い見地から、適材の
委員等の選任、登用を行う。

ウ　平成30年度の理事及び審議会委
員の改選にあたり、幅広い知見や経験
を大学運営に活かせるよう、理事には
公認会計士や地域との連携・人材育
成に精通した専門家を、教育研究審
議会委員には他県立大学の運営に直
接携わる教職員を登用する等、適材
の選任を行った。

Ａ

・幅広い見地から、適材
の委員等を選任、登用
したか。

Ａ 103
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中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

２　教育研究組織の改善に関する目標を達成するための措置
ア　教育研究体制の改善・充実を図る
ため、外部有識者からの助言を求める
とともに、外部資金獲得や運営費交付
金の活用などを通じて優れた教育研
究を実施するための組織的取組みを
強化する。

ア　学長裁量費を活用しての、外部
資金獲得に向けた研究を奨励し、全
学的な研究･教育力向上の意識化
を促す。
　また、引き続き学長裁量費の活用
後に外部資金を獲得した取組みを
学内者と共有する仕組みを検討す
る。

ア　平成30年度は栄養大で８件６名、
米短大は３件３名の教員が本学独自
の研究費支援制度による支援を受
け、外部資金の獲得に向けた研究を
進めた。
　また、９月には、科学研究費の審査
員の経験を有する外部講師を招聘し
た研修会を開催し、全国の大学の獲
得状況や申請のポイントを学ぶ機会を
設けることにより、外部資金の獲得促
進と教員の研究意欲の向上を図った。

Ａ

・外部資金獲得に向け
た研究を奨励し、全学
的な研究･教育力向上
の意識化を促したか。
・学長裁量費の活用後
に外部資金を獲得する
取組みを学内者と共有
する仕組みを検討した
か。

Ａ 104

イ　長期的な視点から、地域のニーズ
に対応した米沢女子短期大学の教育
研究のあり方について、外部有識者等
の意見を聴取しながら、県と連携した
検討を行う。

イ　米沢女子短期大学の教育・研究
のあり方について、地域のニーズを
的確に把握しつつ、学内討議はもと
より外部有識者の意見聴取を積極
的に行い、県とも緊密に連携しなが
ら将来構想を検討する。

イ　米短大の教育研究のあり方につい
ては、これまでの学内での検討経過と
大学としての考えについて、７月に県幹
部と意見交換を実施し、高等教育をめ
ぐる情勢の変化や地域のニーズを踏ま
えた検討を継続していくこととした。大
学としては、施設の老朽化が喫緊の課
題であることを踏まえ、１月に法人役員
及び事務職員による他大学の事例（Ｐ
ＦＩを活用した学寮整備）を学ぶ機会を
設け、令和元年度は特に学寮と図書
館の整備について重点的に検討を行
うこととした。

Ａ

・教育・研究のあり方に
ついて、県とも緊密に連
携しながら将来構想を
検討したか。

Ａ 105
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中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

３　人事の適正化に関する目標を達成するための措置
(1) 人材の確保

ア　教育研究の質の向上及び大学業
務運営の改善に向け、その透明性・公
平性が担保された全学的、長期的視
点に立った水準の高い専門性を有す
る多彩な人材の採用及び昇任のあり
方を検討し、その仕組みづくりを行う。

ア－ⅰ　引き続き、各大学ごとの人
事に関する規程に基づき適切に教
員の採用、昇任を行う。
ア－ⅱ　女性の職業生活における活
躍の推進等といった今日的課題へ
の対応を引き続き検討し、男女共同
参画の推進や、米沢栄養大学にお
ける文部科学省の補助事業(ダイ
バーシティ研究環境実現イニシア
ティブ(連携型))の継続活用に向け、
女性研究者の研究力を充分に発揮
できる研究環境の整備等、その育
成、地位向上のための支援のさらな
る充実を図る。

ア-ⅰ　栄養大では平成30年度末で
教員１名が定年退職することから、担
当科目を考慮し、後任に医師免許を
有し教育研究においても実績を有する
教員を採用し、配置することとした。
　米短大でも平成30年度末に教員１
名が定年退職することから、早期に募
集等を行い、新たに１名の教員採用を
決定した。また、在職教員の教育研究
業績を精査し、令和元年度は３名の教
員を上位の職に昇任させることとした。
ア-ⅱ　女性研究者の研究力向上や
研究環境の整備を図るため、山形大
学、大日本印刷（株）、栄養大の３機
関連携による事業（ダイバーシティ研
究環境実現イニシアティブ）として、主
に以下の事業を実施した。
　①研究とライフイベントを両立するた
めの研究支援員
    ２名の配置
　②研究者の外部資金獲得を促進す
るためのセミナーの
    開催
　③女性研究者の裾野拡大のための
県内女性研究者によ
    る研究成果発表会の開催

Ａ

・規程に基づき適切に教
員の採用、昇任を行っ
たか。
・女性研究者の研究環
境の整備等、その育
成、地位向上のための
支援の充実を図った
か。

Ａ 106

イ　教員の教育・研究力等の強化を目
指し、法人内研修に加え、他機関実
施研修を積極的に活用しながら、研修
制度の保証及び充実を図る。

イ　法人内部の研修並びに他機関
主催の研修についての情報を積極
的に発信し、内部の質的向上に努め
る。

イ　「大学コンソーシアムやまがた」や
「ＦＤネットワークつばさ」をはじめ、他機
関・他大学が実施する研修会等の情
報を学内で共有し参加を呼びかけるこ
とにより、多様な研修機会の提供に努
めた。

Ａ

・法人内外の研修情報
について、積極的に情
報発信し、内部の質的
向上に努めたか。 Ａ 107
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中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

ウ　事務職員について、設立団体派遣
職員から法人採用職員への計画的な
切替えを図り、法人の特性にあった専
門性、継続性に配慮した人材の確保・
育成に努める。

ウ　プロパー職員の各種研修の受講
を推進し、大学業務の専門性の向
上を図る。
　また、平成29年度のプロパー職員
の採用選考試験の結果を踏まえ、
募集方法、試験方法の効率化、改
善を検討する。

ウ　法人採用職員の各種研修の受講
を推進するため、担当業務以外の
テーマであっても、大学運営全般に関
して希望する研修に参加させ、研修成
果を共有した。また、新たに８月から月
１回のペースで、法人採用職員による
自主的な勉強会を実施しており、大学
認証評価制度や教職協働、運営交付
金といった自らの担当分野や関心につ
いて、調査・発表を通して大学業務の
理解を深めるとともに、積極的に専門
性の向上に努めた。
　職員採用試験に関しては、平成29
年度の試験実施における改善点を受
験者から聴取し、早期に試験案内等
をホームページに掲載するとともに、二
次試験の日程・内容等を明示する等
の改善を行った。これにより、前回を上
回る受験者数を確保し、１名の採用を
決定した。

Ｓ

・プロパー職員の各種研
修の受講を推進したか。
・プロパー職員の採用選
考試験の結果を踏ま
え、募集方法、試験方
法の効率化、改善を検
討したか。

Ｓ 108

(2) 業績評価制度の構築
ア　栄養大においては、開学時から試
行している教員の業績評価について、
教育活動、研究活動等一定分野ごと
適正に評価する仕組みを検討、試行
のうえ、適切な業績評価制度を早期に
構築し、併せてその評価結果を教員の
処遇に反映させる仕組みを構築する。
　米沢女子短期大学においても、処遇
への反映を含めた適切な業績評価制
度を早期に構築する。

ア　米沢栄養大学については、平成
29年度の業績評価の結果を教員の
処遇に反映させる。
　また、米沢女子短期大学について
は、29年度の業績評価の結果を教
員の処遇に反映させる仕組みを検
討する。

ア　栄養大では、平成29年度に特に
優れた業績を上げたと認められる教員
１名に特別研究費を交付し、教育研究
における一層の活躍を推進した。
　米短大では、業績優秀教員への表
彰制度を新たに創設し、平成29年度
の業績を勘案して、教員２名に対して
特別研究費を交付した。評価制度の
運用に際しては、評価者によって評価
にずれが生じないよう評価基準に関す
る打合せを実施し、適正な評価に努め
た。また、教員に対しても評価基準及
び記入上の留意点の再度の周知を行
い、業績評価の精度の向上を図った。

Ａ

・栄養大においては、業
績評価結果を教員の処
遇に反映させる仕組み
を整備したか。
・米短大においては、教
員の処遇に反映させる
仕組みを検討したか。

Ａ 109

イ　一部事務局職員において平成26
年度から試行している人事評価につい
ては、本格的に実施するとともに、適正
に評価する仕組みを不断に検証し、適
切な評価制度を構築する。

イ　能力・姿勢評価の平成29年度の
試行を踏まえ、補佐級以上から主査
級職員まで、業績評価並びに能力・
姿勢評価を実施する。
　また、係長級・主事級までの対象
の拡大を検討する。

イ　平成30年度から人事評価の対象
を全職員に拡大し、年２回の評価を実
施した。今回の実施状況の課題等を
探り、適正かつ効果的な人事評価制
度の構築に向け、今後更に検討を
行っていくこととした。

Ａ

・能力・姿勢評価の試行
を踏まえ、補佐級以上
から主査級職員まで、
業績評価並びに能力・
姿勢評価を実施した
か。

Ａ 110
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中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

４　事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置
ア　学生募集、教務就職支援などの
大学特有の事務を処理する組織につ
いて不断に検証し、業務内容の多様
化、業務量の変動に対応できる事務
組織を構築する。

ア　新たに採用されたプロパー職員
を含め、職員の適切な配置、ロー
テーションなどによる組織の見直しを
行い、効率化及び機能強化を推進
する。

ア　各職員に対する面接の実施結果
及び令和元年度の法人採用職員採
用を踏まえ、令和元年度以降のロー
テーション及び研修、配置等について
検討を行い、方向性を幹部で共有し
た。

Ａ

・職員の適切な配置、
ローテーションなどによる
組織の見直しを行い、
効率化及び機能強化を
推進したか。

Ａ 111

イ　事務内容を定期的に点検し、事務
処理の電子化の推進、事務の簡素
化・合理化に努める。

イ　各職員が日頃から業務の効率
化、事務系業務システムの有効活
用等を心がけるとともに、業務遂行
の中で随時業務内容の点検を行
い、改善に努める。

イ　月１回実施している事務局調整会
議において、各担当が翌月の業務予
定及び内容を説明し情報を共有する
ことで、事務局全体の意思疎通を図っ
た。また、財務システムを活用し、四半
期ごと各担当に予算の執行状況を通
知することにより、業務の進捗状況の
把握と計画的な予算執行に努めた。

Ａ

・業務遂行の中で随時
業務内容の点検を行
い、改善に努めたか。

Ａ 112
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第４　財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

１　自己収入の確保に関する目標を達成するための措置
(1) 外部研究資金の獲得

　国や民間研究団体等の競争的資金
や共同研究、受託研究などによる外
部研究資金を確実に獲得できるよう助
成制度の仕組みや申請方法について
の研修会を開催し、全学的に積極的
な資金獲得に努める。

　引き続き学内での研究倫理教育
を実施し、学内の外部資金既得研
究者の協力を得ながら、研究費補
助金等の申請に有効な情報の収集
に努める。

　両大学の教員を対象として、８月に
はヒトを対象とした研究倫理指針と研
究不正防止についてのガイドラインに
関する研修会を、２月には利益相反マ
ネジメントに関する研修会を開催し、外
部講師による研究倫理教育を実施し
た。
　また、国や民間団体等の研究資金
等の有益な情報があった際は、全教
員に周知し活用を呼びかけるとともに、
外部資金獲得に資するセミナーを９月
に開催し、外部資金の活用促進と教
員の研究意欲の向上を図った。

Ａ

・学内での研究倫理教
育を実施したか。
・研究費補助金等の申
請に有効な情報の収集
に努めたか。

Ａ 113

(2) その他自己収入の確保

　

ア　大学の財政基盤安定のため、授
業料、入学料、入学考査料の安定的
かつ確実な納付の確保を図る。

ア　授業料、入学料等の確実な納
付を図るため、支払遅延者の状況を
把握し、適宜、適切な督促・指導等
を行い、滞納防止に努める。

ア　入学料の未納は無い。
　平成30年度の授業料については、
納入が滞りがちであった学生に適切な
督促・指導を継続して行った結果、第
２期中期目標期間中、初めて在学者
の未納無しを達成した。
　過年度授業料未納者については、
平成30年４月時点で４名いたが、督促
に努め、除籍者１名を除いて完納と
なった。残る除籍者についても、平成
29年２月以降は納入が滞っていたが、
状況調査及び訪問・面談の実施により
積極的な督促を行ったところ、平成30
年９月から分割納入が再開しており、
月１回程度電話連絡を継続し、納入
が滞らないようにしている。

Ｓ

・支払遅延者に対し、適
宜、適切な督促・指導
等を行い、滞納防止に
努めたか。

Ｓ 114

イ　施設整備、研究、地域貢献、学生
支援等に充てることを目的にした、個
人や法人からの寄付等を基にする大
学基金を創設するなど多様な収入の
確保について、経営審議会を中心に
検討し、必要に応じて改善を加える。

イ　大学基金について、本法人ホー
ムページ等により積極的に周知を図
るとともに、基金運営委員会の開催
などにより基金の適正管理とその有
効活用を図る。

イ　ホームページで基金募集に関する
情報を公表しており、平成30年度は計
1,001千円の寄付を受領した。基金を
活用した事業の実施はなかったため、
平成30年度は基金運営委員会は開
催しなかったが、基金受入れの状況に
ついては、法人役員会や審議会にお
いて情報を共有した。

Ａ

・大学基金について、積
極的に周知を図るととも
に、基金の適正管理と
その有効活用を図った
か。

Ａ 115
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中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

２　経費の効率化に関する目標を達成するための措置
ア　省エネルギー対策、リサイクル利
用等について学内の意思疎通、職員
の意識高揚及び省エネ製品等の積極
的活用を図り、経費の節減に努める。

ア　経費の一層の節減に向け、引き
続き全学的に職員の意識を高め、
冷暖房機器の温度調整、照明の間
引き点灯等による節電やミスコピー
用紙等の再利用、溶解処分によるリ
サイクル等を実施する。

ア　夏季の節電計画を策定し、学内に
周知徹底した。不要な照明の消灯等
の従来の取組みに加え、新たにトイレ
の便座の暖房をオフにする等、一層の
節電に努めたが、記録的な猛暑による
大幅な冷房の需要増により、比較電
力消費量に対しての削減率は０％で
あった。
　また、ミスコピー用紙等の再利用、溶
解処分によるリサイクルを実施した。

Ａ

・経費削減、省エネ等の
取組みを行ったか。

Ａ 116

イ　管理的経費について、物品備品の
購入方法や契約方法の見直しを進め
るなど、効率的な執行に取り組むこと
により、毎年１．０％以上の節減を目指
す。

イ　管理的経費については、引き続
き経費の節減や効率的な執行を行
い、前年度予算比１.０％以上の節
減を図る。

イ　管理的経費については、必要性を
精査しながら経費の節減や効率的な
執行を行い、前年度予算比1.0％の節
減目標を達成した。

Ａ

・管理的経費の節減や
効率的な執行を行った
か。

Ａ 117

３　資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置
ア　資産の活用については、大学施設
の有効活用とそこからの収益を確保す
るため、施設の有料による地域開放に
ついて広く周知するとともに、不断に検
証し必要に応じ改善を加える。

ア　大学施設の有料での地域開放
について、その使用料を含め本学の
ホームページなどで引き続き周知
し、施設の有効活用を図る。

ア　有料での施設利用状況については
例年並み（２件（ほか、規程に基づく無
料利用は14件））であったが、ホーム
ページに掲載したお知らせを閲覧した
地域の団体等から施設利用に関する
問い合わせがある等、一定の効果が
見られている。

Ａ

・大学のホームページな
どで周知するなど、施設
の有効活用を図った
か。

Ａ 118

イ　資金の運用については、資金管理
規程に基づき安全かつ効果的に行う
ほか、授業料等学生納付金、運営交
付金や研究資金等についても適正に
管理していく。

イ　会計関連規程に基づいた適正な
資金管理を引き続き行うとともに、短
期の定期性預金などにより、安全か
つ効果的に余裕資金を運用し、収
入の増加を図る。

イ　年間の資金計画を策定し、余裕資
金については、短期の定期性預金での
安全な運用を図った。

Ａ

・適正な資金管理を
行っているか。
・安全かつ効果的に余
裕資金を運用し、収入
の増加を図ったか。

Ａ 119
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第５　自己点検、評価及び情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

１　評価の充実に関する目標を達成するための措置
　大学の教育研究水準の維持、向上
を図るため、総合的な自己点検・評価
と改善・改革の作業に継続して取組
み、その内容を公表するとともに、外部
機関による評価制度を活用し質保証
の充実を図る。

　学内において立案・計画する年間
各業務について、自己評価改善・Ｓ
ＤＦＤ委員会を中心に結果を検証し、
全学的に改善に取り組む。
　米沢栄養大学においては、外部評
価等で指摘された努力課題について
委員会を中心に問題点を共有し、速
やかに改善策を講じる。
　また、米沢女子短期大学において
は、平成25年度認証評価における
指摘事項に関し、平成28年度委員
会の報告書を踏まえて、引き続き向
上に取り組む。

　学内において計画する年度内の各
業務については、担当委員会ごとに状
況を確認しながら事業を進めるととも
に、教授会において定期的にその実施
状況を報告した。特に、高等教育段階
における教育費負担軽減や大学入学
者選抜実施要項の見直し等の国の新
たな動きへの対応について、全学で問
題点の共有を図った。
　外部評価に関しては、栄養大は令和
２年度に初めて大学認証評価を受審
することから、認証評価機関に関する
情報収集を行った。米短大においても
令和２年度の大学認証評価を控え、
前回受審時に努力課題とされた全学
年への履修単位制限の導入及びＧＰ
Ａによる適正な成績管理について、令
和元年度から対応するための準備と
規程の整備を行い、改善に取り組ん
だ。

Ａ

・学内において立案・計
画する年間各業務につ
いて、自己評価改善・Ｓ
ＤＦＤ委員会を中心に結
果を検証し、全学的に
改善に取り組んだか。

Ａ 120

２　情報公開の推進に関する目標を達成するための措置
ア　大学運営の透明性を高めるため、
財務状況や大学の目標・計画・外部
評価の結果を広範に公開する。

ア　財務諸表や事業報告書、大学の
年度計画など法人の運営に関する
情報について、積極的かつ速やかに
公表する。

ア　財務諸表や事業報告書、年度計
画に基づく自己評価結果、審議会の
議事録等の法人の運営に関する情報
については、ホームページを活用して
速やかに公表した。

Ａ

・財務諸表等を速やか
に公表したか。

Ａ 121
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中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員からの意見等
連
番

イ　大学の特色や魅力を広く内外に発
信するため、大学ホームページや大学
案内など多様な情報発信媒体の充実
及び有効活用を図るとともに、多様な
媒体・機会を通じて広報の強化を図
る。

イ　大学案内を作成するとともに、
ホームページの効果的活用やその
他の情報発信媒体の利用についても
検討する。

イ　令和元年度に使用する新しい大学
案内の制作にあたり、両大学ともプロ
ポーザル方式により業者を選定し、大
学の特色や魅力をより発信できるよう、
下記の新しい要素を盛り込んだ。
　・栄養大：教員紹介に全教員の顔写
真を掲載、第１期卒業生
    による進路紹介
　・米短大：在学生によるおすすめ授
業の紹介
　また、ホームページの効果的活用と
して、ＳＤＦＤ研修や公開講座、いいで
こども大学等、学内外における取組み
を随時掲載し、情報発信に努めた。
ホームページ以外の情報発信媒体と
しては、平成29年度から入試対策とし
てＳＮＳ（「ＬＩＮＥ」）を活用しており、当面
はこの有効活用に努めることとした。

Ａ

・ホームページの効果的
活用やその他の情報発
信媒体の利用について
も検討したか。

Ａ 122

ウ　情報公開制度及び個人情報保護
制度の理解に努め、開示請求に適切
に対応するとともに、個人情報を含ん
だ情報の適切な管理運用を行う。

ウ　マイナンバーを含めた個人情報
の取扱いについて常時点検を行うと
ともに、個人情報の開示請求に対し
適切な対応を図る。

ウ　個人情報の取扱いについて、担当
者が十分留意のうえ管理を行うととも
に、決裁過程において複数人による
チェックを実施した。個人情報の開示
請求（入試結果の開示請求）は両大
学合わせて40件あったが、いずれも関
係規程に基づいて適切に対応した。

Ａ

・個人情報の取扱いに
ついて常時点検を行っ
たか。
・個人情報の開示請求
に対し適切な対応を
図ったか。

Ａ 123
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第６　その他業務運営に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員会からの意見等
連
番

１　安全管理に関する目標を達成するための措置
ア　労働安全衛生法等関係法令及び
学内規程に基づき、職員の健康管理
を含めた安全衛生管理体制の充実を
図る。

ア－ⅰ　学内衛生委員会において
議論しながら、職員の健康管理の徹
底、職場巡視の実施による職場環
境の改善を行い、安全・安心な教育
研究環境を維持する。
ア－ⅱ　ストレスチェック制度の運用
など、メンタルヘルス対策の強化に
取り組む。

ア－ⅰ、ⅱ　６月に健康診断及びスト
レスチェックを実施し、全教職員が受
診した。健康診断において再検査が必
要とされた教職員には個別に受診を
呼びかけるとともに、ストレスチェックで
高ストレスと判定された教職員には保
健師による保健指導を勧める等、教職
員の健康管理に努めた。また、職場環
境の改善に資するため、健康診断およ
びストレスチェックの全体の傾向を衛生
委員会で情報共有した。

Ａ

・安全、安心な教育研
究環境を維持したか。
・メンタルヘルス対策の
強化に取り組んだか。

Ａ 124

イ　学内施設・設備及び大学周辺の防
犯・安全対策の状況を適時点検し、関
係機関との連携強化を図り、事故犯罪
による被害の未然防止に努めるととも
に、事故・災害等の発生に備えた危機
管理マニュアルを随時点検・整備し、
有事を想定した実践的な訓練を行う。

イ　危機管理規程に基づき、引き続
き事故・災害等の発生に備えた危機
管理マニュアルの点検・整備を行う
とともに、有事を想定した実践的な
訓練を実施する。

イ　台風や大雪等発生時の休講等の
措置をとるための対応手順について明
確な定めがないことから、令和元年度
の危機管理マニュアルに記載を追加
するために、他大学等の情報を収集し
た。また、火災の発生を想定した実践
的な訓練を大学・学寮において７月に
実施し、大学における訓練において
は、新たに、地震を想定したシェイクア
ウト訓練やローリングストックの講習を
併せて実施した。
　事故犯罪の未然防止に向けては、駅
前交番連絡協議会との連携や交番と
の意見交換の実施、機会を捉えたア
パート経営者からの情報収集等、関係
者との意思疎通を図りながら、地域で
学生を見守る体制の構築に努めた。

Ａ

・危機管理マニュアルの
点検を行ったか。
・有事を想定した実践的
な訓練を実施したか。

Ａ 125

-58 -



中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員会からの意見等
連
番

ウ　高度情報化社会における大学の
情報資産のセキュリティの確保につい
て、ＩＣＴ技術の進展などを踏まえた見
直しを行い適切な対応を行う。

ウ　大学の情報システムや情報機器
を含むネットワーク環境について引き
続き随時点検・整備するとともに、情
報セキュリティポリシーに基づく講習・
周知を行う。

ウ　大学の情報システムや情報機器を
含むネットワーク環境について、随時点
検・整備を行った。情報セキュリティに
関して実施した講習の動画を学内情
報システムで教職員及び学生に公開
しており、年度当初に視聴を呼びか
け、注意喚起を行った。
　また、８月下旬に代表メールアドレス
が外部からスパムメールの発信に不正
利用されたことを受け、速やかにセ
キュリティ度の高いパスワードに変更す
るよう学内に指示を行い、10月中旬ま
でに全教職員が、11月下旬までに全
在学生が対策を完了した。これを受
け、情報セキュリティ教育に関する新
たな事業について検討していくこととし
た。

Ａ

・ネットワーク環境につい
て随時点検・整備した
か。
・情報セキュリティポリ
シーに基づく講習・周知
を行ったか。

Ａ

・代表メールアドレスの不正利
用について、判明後の指示・対
応は速やかであったと思うが、
今後もこうした事案が発生した
場合は、原因を明らかにし対策
を講じられたい。

126

２　人権に関する目標を達成するための措置
ア　教職員や学生の人権意識の向上
や各種ハラスメントの防止のため、研
修会を開催するなど意識の啓発に努
める。

ア　引き続き自己評価改善・ＳＤＦＤ
委員会や衛生委員会など関係する
委員会等を中心として、メンタルヘル
スの維持・増進及びハラスメントの発
生防止・排除、更に人権意識向上に
関する事項も含めた研修会を、新任
者研修をはじめ全学的に開催し教職
員の意識向上を図る。

ア　ハラスメント防止に関しては、年度
当初の初任者研修会や教授会等にお
ける理事長からの呼びかけ、全教職員
を対象としたハラスメント研修の実施の
ほか、ガイドラインの周知徹底を図っ
た。また、全教職員の研修受講完了を
通して意識啓発が図られるよう、研修
を当日受講できなかった教職員に対し
て再度の研修機会を設ける等、実施
方法を改善した。

Ａ

・メンタルヘルスの維持・
増進及びハラスメントの
発生防止・排除等の研
修会を開催し、教職員
の意識向上を図った
か。 Ａ 127

イ　ハラスメント行為等に関する相談及
び通報の適正な処理の仕組みを確立
するとともに、万一、各種ハラスメント事
案が発生した場合は、関係当事者の
プライバシーに配慮しながら、迅速か
つ適切な対応を図る。

イ　各種ハラスメント事案の根絶を徹
底させるべく、教職員への不断の啓
発活動を行う。
　また、相談体制の一層の充実を目
指して相談員のスキル向上や相談
体制の点検を行い、万一事案が発
生してしまった場合の対策について
も、ハラスメント対策員会と相談室と
の緊密な連携による迅速かつ適切
な対応をとることとする。

イ　研修機会に合わせてハラスメントに
関するアンケートを実施し、ハラスメント
対策委員会でその結果を参考にしな
がら、今後のハラスメント対策に向けた
取組みの検討を行った。
　それを踏まえ、ハラスメント相談員の
能力向上を目指した研修を７月に実
施したほか、10月に外部講師による演
習を兼ねた研修を実施し、相談員の
役割や対応の方法を学ぶ等、相談体
制の強化に努めた。

Ａ

・ハラスメント事案の根
絶を徹底させるべく、教
職員への啓発活動を
行ったか。
・相談体制の一層の充
実を目指して相談員の
スキル向上や相談体制
の点検を行ったか。

Ａ 128
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中期計画 平成30年度　年度計画 平成30年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価

委員会からの意見等
連
番

３　法令遵守に関する目標を達成するための措置
ア　教職員に対し、機会を捉えて研修
会や啓発活動を通じて、法令事項の
遵守に係る取組みを進める。

ア　コンプライアンスを推進し徹底す
るための研修会を開催し、教職員の
法令遵守に対する意識の向上を常
に目指していく。

ア　栄養大では８月に「医学系指針・
研究不正ガイドライン研修会」を、米短
大では５月に「コンプライアンス研修
会」を実施したほか、２月には両大学
の教職員を対象とした「利益相反マネ
ジメント研修」を実施し、法令順守に対
する意識向上に努めた。

Ａ

・コンプライアンスを推進
し徹底するための研修
会を開催したか。

Ａ 129

イ　法人における適法かつ公正な業務
運営を確保するため、職員等からの組
織的又は個人的な法令違反行為等に
関する相談及び通報に対する適正な
処理の仕組みを定めるとともに、教員
が研究活動を行うに際し遵守すべき事
項及び不正行為への対応等につい
て、規程を整備する。

イ　既に設定されている公益通報者
保護規定や研究活動不正防止規程
などを不断に点検しつつ、適正かつ
公正な業務運営の確保に向けた研
修会を開催する。

イ　両大学とも初任者研修やコンプライ
アンス研修の機会を利用して、公益通
報者保護規程や研究活動不正防止
規程について再度の周知を行い、適
正かつ公正な業務運営について注意
喚起を行った。

Ａ

・適正かつ公正な業務
運営の確保に向けた研
修会を開催したか。

Ａ 130

ウ　監事による監査のほか、内部監査
を定期的に実施し、それらの結果を運
営改善に反映させる。

ウ　年１回定期の内部監査を実施す
るとともに、必要に応じ随時の内部監
査を行う。

ウ　両大学の科学研究費に係る内部
監査を８月に実施し、適正に執行され
ていることを確認した。 Ａ

・必要に応じ内部監査を
実施したか。

Ａ 131
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